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H26 278 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 埼玉県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市公園法施行規則第７条の２
第３項

都市公園の駐車場への
太陽光発電施設の設置
基準緩和

都市公園法施行規則を改正し、太陽光発電施設の設置
基準を緩和すること。

【制度改正の必要性等】
本県では、再生可能エネルギーの普及にあたっては、有効な空間を利用して太陽光発電施設等を設置
することを進めているところである。
都市公園には、広く、太陽光の遮蔽物が少ない大規模な駐車場を備えているものがあることから、その駐
車場上部空間を活用することにより、効果的な太陽光発電施設を設置できる可能性がある。
しかしながら、占用許可の対象となる太陽光発電施設については、都市公園法施行規則第七条の二にお
いて、「既設の建築物に設置し、かつ、当該建築物の建築面積を増加させない」ものである旨が規定され
ていることから、駐車場上部空間を活用して太陽光発電を設置することが困難な状態にある。
この規制が緩和されることにより未利用空間を活用した太陽光発電設備の設置場所として活用できる。
都市公園法施行規則第7条の2第3項を改正し、都市公園の駐車場上部空間を活用して太陽光発電施設
を設置できるようにすること。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 279 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 埼玉県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市公園法施行令第５条 電気自動車用充電器の
公園施設としての位置付
の付与

都市公園法施行令を改正し、電気自動車用充電器を公
園施設として位置づけ、公園管理者による電気自動車用
充電器の設置を可能とすること。

【制度改正の必要性等】
都市公園等については電気自動車等用充電器の需要が大きく見込まれるところであるが、電気自動車等
用充電器が都市公園法上の公園施設として位置付けられていないため、公園管理者が公園施設として設
置することができない。
将来、電気自動車の使用者となる住民の多くが既に都市公園を利用しており、都市公園は住民にとって
身近な公共施設である。また、急速充電時間には約３０分を要するが、都市公園にある広場や遊具、運動
施設や教養施設などで、この時間を有効に過ごすことができる施設が既に整備されている。このように、電
気自動車等用充電器の需要が期待できる。
都市公園法施行令第5条を改正し、電気自動車等用充電器を都市公園法上の公園施設として位置付け
ること。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 280 06_環境・衛
生

都道府県 埼玉県 経済産業省
（資源エネ
ルギー庁）

対象外 電気事業法施行規則附則第１７
条

電気自動車用普通充電
器の設置に係る電気事
業法の規制緩和

電気自動車用普通充電器を設置する場合においても、
急速充電器と同様に、同一敷地内において複数の電気
需給契約が可能となるように、電気事業法施行規則を改
正すること。

【制度改正の必要性等】
施設への電気の需給については、原則、同一敷地内における複数の電気需給契約が認められていない
ものの、電気自動車用急速充電器を設置する場合にあっては、特例需要場所とされ、別途電気需給を行
うことが可能になった。しかしながら、普通充電器にあっては、特例需要場所には含まれないことから、既
存施設から電気需給を行うことが必要であり、設置場所が電源から遠い場合、その設置に過大な負担が
生じている。
本県においては平成26年3月31日時点、埼玉県次世代自動車インフラ整備ビンジョンに基づき、公共性
を有する急速充電器182基、普通充電器94基が申請されており、急速充電器のみならず普通充電器につ
いても設置の需要がある。このため、規制を緩和することにより、より一層の充電器の普及ひいては電気自
動車等の普及が期待できる。
電気事業法施行規則附則第１７条を改正し、電気自動車用普通充電器を設置する場合においても、急速
充電器と同様に、同一敷地内において複数の電気需給契約が可能となるように、電気事業法施行規則を
改正すること。

－

H26 277 07_産業振
興

都道府県 埼玉県 経済産業
省、国土交
通省、総務
省（消防庁）

B　地方
に対する
規制緩和

高圧ガス保安法一般高圧ガス
保安規則（一般則）第7条の３

水素ステーションの設置
に係る高圧ガス保安法令
等の見直し

高圧ガス保安法関連法令、建築基準法関連法令、消防
法関連法令を改正し、水素ステーションの設置について
規制改革実施計画（平成25年6月14日閣議決定）（：次
世代自動車の世界最速普及）に基づき、速やかに規制
を緩和すること。

【制度改正の必要性等】
水素ステーションの設置にあたっては、従来の規制の中では想定されていない事項があり、また、欧米に
比べ、必要以上に厳しい安全基準が定められている。
水素エネルギーの普及拡大を図る上で、2015年から市販される燃料電池車に安定的、かつ安価に水素
を供給する必要があるが、設置基準が厳しいことで、欧米に比べ、設置コストが５～６倍となっており、設置
事業者に多くの負担となっている。このため、安全性が確認された事項については、欧米並みのコストで
水素ステーションが設置できるよう、規制を緩和する必要がある。国は平成２７年中に全国で１００か所の設
置を計画しているが、現時点では４０か所程度にとどまっている。
本県では、平成26年5月に有識者や自動車メーカー、水素供給企業等からなる「埼玉県水素エネルギー
普及推進協議会」を設置した。協議会において、水素ステーションや燃料電池自動車に普及に関し、行
政に対する要望や、規制改革実施計画に基づく規制緩和を速やかに実施する必要がある旨の意見が出
された。
高圧ガス保安法施行規則第７条の3等を改正し、水素ステーションの設置を促進すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６　【国土交通省】
（７）都市公園法（昭31法79）
（ⅱ）都市公園の公園施設である駐車場の上部空間を活用した占用物件としての太陽電池発
電施設の設置については、当該太陽電池発電施設が公園施設としての屋根の機能を併せ持
つ場合、「既設の建築物に設置し、かつ、当該建築物の建築面積を増加させない」との基準
（施行規則７条の２第３号）には抵触せず、設置ができることを地方公共団体に通知する。

【国土交通省】太陽電池発電施設の都市公園占用の取扱い及び都市
公園の保存規定の取扱いについて（平成28年8月3日付け国土交通省
都市局公園緑地・景観課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_278

６　【国土交通省】
（７）都市公園法（昭31法79）
（ⅲ）公園施設である駐車場に設ける電気自動車用充電器については、公園管理者が、当該
施設が設けられる都市公園の効用を全うするものであると判断した場合には、設置できることを
地方公共団体に周知する。

【国土交通省】平成27年度全国都市公園・緑化・緑地保全主管課長会
議資料

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_279

－ － － － － －

【総務省】危険物の規制に関する規則の一部を改正する省令の公布
について（通知）（平成27年6月5日付け消防庁次長通知）
【総務省】圧縮水素充塡設備設置給油取扱所の技術上の基準に係る
運用上の指針について（平成27年6月5日付け消防庁危険物保安室長
通知）
【国土交通省】小規模な圧縮水素スタンドにおける圧縮水素の製造に
対する建築基準法第48条の規定に基づく許可の運用について（技術
的助言）（平成28年3月8日付け国土交通省住宅局市街地建築課長通
知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_277

６【経済産業省】
（２）高圧ガス保安法（昭26法204）
水素ステーションの設置に係る基準（一般高圧ガス保安規則（昭41通商産業省令53）等）につ
いては、規制改革実施計画（平成25年６月14日閣議決定）等に基づき、平成27年に予定され
る水素ステーションの普及開始に向け、検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

６【総務省】
（４）消防法（昭23法186）
液化水素スタンドに係る消防法上の基準の整備については、規制改革実施計画（平成25年６
月14日閣議決定）に基づき、高圧ガス保安法（昭26法204）上の技術基準が定められたことを
踏まえて検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

６【国土交通省】
（１）建築基準法（昭25法201）
（ⅴ）液化水素スタンドに係る建築基準法上の基準の整備については、規制改革実施計画（平
成25年６月14日閣議決定）に基づき、高圧ガス保安法（昭26法204）上の技術基準が定められ
たことを踏まえて検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
［措置済み（建築基準法施行令の一部を改正する政令（平26令232）、圧縮ガス又は液化ガス
を燃料電池又は内燃機関の燃料として用いる自動車にこれらのガスを充填するための設備の
基準を定める件（平26国土交通省告示1203）］
また、第二種製造者に相当する小規模な圧縮水素スタンドに係る基準の整備については、規
制改革実施計画に基づき、高圧ガス保安法上の技術基準が定められた場合は、それを踏まえ
て建築基準法48条の規定に基づく許可に係る技術的助言を行う。
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H26 281 11_その他 都道府県 埼玉県 総務省、財
務省

対象外 地方財政法附則第３３条の９ 高金利地方債の繰上償
還や借換えの要件緩和

財政指標などを要件とせず、補償金免除繰上償還を実
施するための特例措置を講じること。

【制度改正の経緯】
公的資金による地方債を繰上償還するには、利子相当額を「補償金」として支払わなければならない制度
となっている。
平成１９年度から２１年度までの臨時特例措置として、地方公共団体に対する公的資金の貸付金のうち、
金利５％以上の地方債について補償金を免除した繰上償還が実施された。
平成２２年度から２４年度までは対象団体等の要件が緩和され措置が延長された。
平成２５年度は、東日本大震災の特定被災地方公共団体に対象団体を限り、補償金免除繰上償還が実
施された。
【制度改正の必要性等】
本県においては、平成１９年度から２４年度までの特例措置により、６％以上の借入７４６億円について繰
上償還を実施した。
しかし、財政指標などの要件により金利５％以上６％未満の借入については繰上償還が認められず、依然
として１４１億円の残債（平成２４年度決算ベース（普通会計債及び公営企業債の合計））がある。
地方公共団体に対する公的資金の貸付金のうち高金利地方債の金利負担が財政運営を圧迫しているた
め、地方財政法附則第３３条の９の特例措置について、財政指標などを要件とせずに延長を行い、地方
自治体の財政負担を軽減する必要がある。

－

H26 282 05_教育・文
化

都道府県 埼玉県 文部科学省 対象外 高等学校等就学支援金の支給
に関する法律　第４条、第５条、
第６条、第１７条
高等学校等就学支援金の支給
に関する法律施行令第１条第２
項
高等学校等就学支援金の支給
に関する法律施行規則第７条第
２項、第３項、第４項
高等学校等就学支援金交付金
交付要綱
高等学校等就学支援金事務処
理要領

高等学校等就学支援金
制度の手続の簡素化

高等学校就学支援金に係る所得の審査回数を縮小する
とともに、単位制高校生への就学支援金の額の算出方
法を簡略化（月額に割らず、1単位当たり単価のままで支
給）することを求める。

【制度改正の経緯】
　景気雇用情勢が依然として厳しい中、所得が低い世帯の生徒の就学の機会を引き続き確保するなど、
教育の機会均等を確保する観点から経済的負担を軽減する必要がある。平成２６年４月から公立高等学
校においても、就学支援金制度が導入された。
【支障事例等】
　公立高等学校の定時制（単位制）及び通信制（単位制）では、授業料が高等学校等就学支援金の支給
限度額を超過する場合が多く生じており、それを生徒や都道府県が負担している。通信制高校など単位
制高校については、就学支援金の額が１単位当たり単価で定められており、月額で支給される。この結
果、履修単位数によって生徒ごとに支給額が異なることになり、一人一人のデータ管理や集計作業が生
じ、非常に事務が煩雑となっている。所得の基準年度が第１期と第２～４期で分かれており、制度が分かり
づらい上、１年生は年２回の所得審査が必要であるなど、事務が煩雑となっている。また、生徒、保護者は
申請に当たり、所得審査のための課税証明書等を添付する必要がある。
　このため、高等学校等就学支援金の支給に関する法律施行令第１条第２項並びに高等学校等就学支
援金の支給に関する法律施行規則第７条第２項、第３項及び第４項を改め、所得の審査回数を縮小する
とともに、単位制高校生への就学支援金の額の算出方法を、月額に割らず、1単位当たり単価とし簡略化
すべきである。

－

H26 283 05_教育・文
化

都道府県 埼玉県 文部科学省 対象外 高等学校等就学支援事業費補
助金（就学のための給付金）の
国庫補助基準及び事務処理等
について（通知）

奨学のための給付金制
度に係る証明書類の一
部廃止

奨学のための給付金制度の申請に係る所得等証明書類
について、世帯区分に応じた証明書類のうち、23歳未満
の扶養されている兄・姉がいる高校生等の世帯につい
て、申請者（保護者）の誓約をもって健康保険証の写し
の提出を廃止することを求める。

【制度改正の経緯】
　平成26年４月に低所得世帯生徒への対応について、高等学校等就学支援金制度に所得制限を導入す
ることにより捻出する財源を活用し、奨学のための給付金制度（国庫負担３分の１の国庫補助事業として、
予算の範囲内で補助金を交付）が創設された。
【支障事例等】
　この給付制度は、補助対象を３つの世帯（①生活保護受給世帯（平成26年度875世帯見込み）、②保護
者全員等の市町村民税非課税世帯（同3,604世帯）、③保護者全員等の市町村民税非課税世帯（同
2,187世帯）で、23歳未満の扶養されている兄・姉がいる高校生等の世帯）に区分しており、その確認に必
要な証明書類は多岐にわたり、それぞれの世帯で必要とする所得等証明書類も異なっており、事務が煩
雑である。
　特に上記③の世帯については、世帯全員の健康保険証の写し等を添付する必要があり、①②の世帯と
提出書類が異なることから、申請者の誤解を招きやすく、年齢も誤りがないか（本当に２３歳未満か）を全て
確認する必要があり、審査に多大な時間がかかる。

－

H26 284 06_環境・衛
生

都道府県 埼玉県 経済産業
省、国土交
通省

対象外 住宅・ビルの革新的省エネ技術
導入促進事業費補助金（ネット・
ゼロ・エネルギー・ハウス支援事
業）公募要領
住宅のゼロ・エネルギー化推進
事業公募要領

既成市街地エコタウン化
推進のための関連補助
事業の補助要件緩和及
び申請手続の簡素化

既存住宅の省エネ化、再生可能エネルギーの一層の活
用及び蓄電池の普及を進めることを目的とする補助事業
について、一般住民及び中小企業等が主体となって取り
組むことができるよう補助要件及び申請手続を簡略化す
ること。

【制度改正の必要性等】
経済産業省及び国土交通省が所管する「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業」及び「住宅のゼロ・エ
ネルギー化推進事業」は、年間一次エネルギー消費量がネットで概ねゼロとなる新築及び既築の住宅へ
の補助事業である。前者は建築主または所有者に対して、後者は中小工務店を交付対象とした事業であ
るが、住宅の熱損失係数やエネルギー削減率を算出しなければならないため、一般住民や中小企業では
申請が困難である。
また、年間一次エネルギー消費量がネットで概ねゼロになるまでには至らない省エネ改修等についても対
象にするなど、一般住民が取り組むことができるようにする必要がある。
既存住宅の省エネ化、再生可能エネルギーの一層の活用及び蓄電池の普及を進めるため、住宅・ビルの
革新的省エネ技術導入促進事業費補助金（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業）公募要領及び住
宅のゼロ・エネルギー化推進事業公募要領を改め、一般住民及び中小企業等が主体となって取り組むこ
とができるよう補助要件及び申請手続を簡略化すること。

－
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－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 285 06_環境・衛
生

都道府県 埼玉県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

厚生労働省発健０４０１第１２号
平成２ ６ 年４ 月１ 日厚生労働
事務次官「水道水源開発等施
設整備費国庫補助金交付要
綱」

水道水源開発等施設整
備費国庫補助金の採択
基準の緩和

水道水源開発等施設整備費国庫補助金交付要綱に基
づく「特定広域化施設整備費」の採択基準を緩和（「居住
人口５０万人以上」及び「給水量の増大」を削除）するこ
と。
また、「水道広域化促進事業費」の採択基準を緩和（統
合協定書における「３年以内」を延長）すること。

【現状】
水道事業は水需要低迷のため給水収益が減少するなどの厳しい財政状況の中で、老朽化した施設更新
や耐震化のための費用増加、今後の職員の退職による技術力の低下等、様々な課題に直面している。
水道の広域化は、スケールメリットによる効率化や更新を控えた施設の統廃合等に有効な手法である。
本県では、平成23年3月「埼玉県水道整備基本構想」を改定し、埼玉県水道ビジョンと位置付け、将来（お
おむね半世紀先）の”水源から蛇口までの一元化した県内水道一本化”を見据え、広域化を段階的に取り
組みつつ、水道事業の運営基盤強化を推進し、県民に利用し続けていただく水道を目指すこととしてい
る。
【制度改正の必要性等】
この広域化の推進に関して現行でも国庫補助があるものの、そのうち「特定広域化施設整備費」の対象に
は居住人口50万人以上や給水量増大に伴う新設・増設が、「水道広域化促進事業費」の対象には統合
後の水道事業が認可を受けている又は統合予定日が3年以内の事業者間での協定書の締結等が条件と
されている。
しかし、小規模な市町村の区域では人口や施設更新等に関する要件を満たすことが困難であり、採択要
件を満たすことができない。
また、水道事業者間では方針、経営、施設整備状況に格差があり、事業統合を目指す段階的な広域化方
策を実施するには3年間では短く、困難が予想される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 286 03_医療・福
祉

都道府県 埼玉県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

「保育所の設置認可等につい
て」の取扱いについて（平成12
年3月30日児保第10号厚生省
児童家庭局保育課長通知）
不動産の貸与を受けて保育所
を設置する場合の要件緩和に
ついて（平成16年5月24日厚生
労働省雇用均等・児童家庭・社
会・援護局長連名通知）
改正児童福祉法第35条第5項
第1号（平成27年4月1日施行予
定）

認可外保育所から認可
保育所への移行に伴う経
済的要件の緩和

認可外保育施設からの移行に際しては、認可保育所へ
の移行が進むよう、過去３年間黒字経営であるなど適正
に運営されていることが確認できる場合は、1,000万円の
資金要件をなくすなど審査要件である経済的基礎の条
件を緩和すること。

【制度改正の必要性等】認可保育所の審査要件では、経済的基礎｛①土地・建物等について所有権を有
すること（賃借の場合は原則として賃借権を設定・登記し、社会福祉法人以外の場合は１年間の賃借料に
相当する額と1,000万円の合計額の資金を有すること）、②社会福祉法人以外の場合は年間事業費の
1/12相当の資金を有すること｝を求めていること、保育所運営費から認可前に生じた運転資金に係る借入
金の返済ができないことといった制約がある。
これらの制約が、認可化移行の足かせになるおそれがあるほか、無理に資金があると見せかけて、認可を
受けて、かえって認可後の運営に支障を来す事態が生じかねない。
そのため、「保育所の設置認可等について」の取扱いについて等を改め、認可外保育施設からの移行に
際しては、認可保育所への移行が進むよう、過去３年間黒字経営であるなど適正に運営されていることが
確認できる場合は、1,000万円の資金要件をなくすなど審査要件である経済的基礎の条件を緩和すべき
である。
なお、平成27年4月1日施行予定の改正児童福祉法第35条第5項第1号において、保育所の認可申請に
対する審査基準として経済的基礎要件が明文化されている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 287 09_土木・建
築

都道府県 埼玉県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

社会資本整備総合交付金　交
付要綱附属第２編 イ－１２－
（７）

老朽化する都市公園の
管理に対応した長寿命
化対象事業の要件緩和

「公園施設長寿命化対策支援事業」について、面積（２ｈ
ａ以上）や総事業費（1,500万円以上）などの交付対象事
業の要件の緩和を図ること。

【現状】
高度成長期以降に整備された県内の多くの都市公園では、年々、施設の老朽化が進展している。
（本県内の都市公園は、平成25年3月31日現在で、4,892箇所が開設されている。）
このため、本県では、公園施設の劣化や損傷を適切に把握した上で、公園施設の維持保全、撤去・更新
等に係る費用が最小となるよう「公園施設長寿命化計画」を策定し、「公園施設長寿命化対策支援事業」
を活用しながら、公園施設の計画的な維持管理・更新に取り組んでいる。
【制度改正の必要性等】
しかし、「公園施設長寿命化対策支援事業」は市町によって、面積要件などの交付対象事業の要件を満
たさない施設があり、近隣住民が日常的に使用している施設でありながら、計画的な維持管理・更新を行
うことが困難な状況にあり、利用者の安全確保に懸念がある。（そのため、市町からも本県に当該事業の要
件を緩和できないか相談が寄せられているところである。）
そのため、社会資本整備総合交付金交付要綱を改め、「公園施設長寿命化対策支援事業」について、面
積（２ｈａ以上）や総事業費（1,500万円以上）などの交付対象事業の要件の緩和を図るべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 288 05_教育・文
化

都道府県 埼玉県 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

学校施設環境改善交付金交付
要綱別表１（１）
26施施助第６号「平26年度学校
施設環境改善交付金の事業概
要について（通知）」[１]３（１）

公立学校施設の老朽化
対策のための長寿命化
改良事業の補助要件の
見直し

公立学校施設の老朽化対策のため、危険建物の改築と
同様の耐力度調査を要件としている長寿命化改良事業
について、耐力度調査を要件としないか、コンクリート圧
縮強度試験など簡易調査で代替可能とするなどの要件
緩和を図ることを求める。

【現状】
本県の公立小中学校施設の約７割は昭和44年度から昭和59年度の児童生徒急増期に建設されており、
今後はこれらの施設が更新時期を一時的に集中して迎えることが予想される。全国的にも、建築後25年以
上経過した公立小中学校施設が保有面積の約７割を占めるなど、老朽化対策の推進は全国的な課題で
ある。
【支障事例】
しかし、「平成26年度学校施設環境改善交付金の事業概要について（通知）」において、長寿命化改良事
業については、危険建物の改築と同様の耐力度調査を要件としていることから、本制度を活用した取組事
例は全国的に少ない。一方、コンクリート圧縮強度試験による調査は、簡易ではあるが建物の劣化状況の
検証は可能であり、１棟(3,000㎡)当たり約300万円(1,000円/㎡)を要する耐力度調査に比し、１棟当たり約
20万円で済む。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅰ）保育所の設置認可等に係る経済的基礎の要件（子ども・子育て支援法及び就学前の子
どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施
行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平24法67）による改正後の35 条５項１号）について
は、当該認可の事務は自治事務であり、保有する資産の額を保育所が安定的に運営可能と
都道府県等が認めた額とすること等について周知する。
〔措置済み（平成26年12月12日付け雇用均等・児童家庭局、社会・援護局通知）〕

【厚生労働省】「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件
緩和について」の一部改正について（平成26年12月12日付け厚生労
働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_286

－ － － － － －

６【文部科学省】
（７）学校施設環境改善交付金
（ⅰ）長寿命化改良事業の補助要件である耐力度調査については、地方公共団体の負担を
軽減するため、撤廃を含めて見直す。

【文部科学省】学校施設環境改善交付金交付要綱等の改正について
（通知）（平成27年4月10日付け文部科学省大臣官房文教施設企画部
長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_288
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H26 289 05_教育・文
化

指定都市 京都市 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

学校教育法第４条
学校教育法施行規則第３条～
第１９条

市立総合支援学校（特別
支援学校）の設置の際の
都道府県の認可の廃止

市立総合支援学校高等部の設置に関して都道府県の認
可を廃止し，都道府県への事前の届出制とする。
（参考）
指定都市立の高等学校等の設置に係る都道府県教育
委員会の認可については、第４次一括法により廃止済み

【支障事例】
学校の設置・管理は市が行うが，設置等（分校の設置，分校の本校化等を含む）に当たっては，京都府
（都道府県）の認可が必要となっている。
直近の例として，京都市立白河総合支援学校東山分校（高等部のみ設置）の開校（平成２５年４月開校）
に当たり，学校（分校）の設置のための認可申請及び学科の新設のための認可申請を学校教育法施行規
則第７条の規定に基づき，京都府に事前に（平成２４年３月）提出及び許可を得る手続きを行っており，申
請に当たっては，申請書類だけでなく，当該校舎の図面や関連規則の整備状況など関連書類を事前に
提出する等の必要があった。
上記の例のような事前の認可申請に係る事務上の負担やスケジュールの簡略化を図ることができ，スムー
ズな事業進捗・行政運営につなげることができる。
また，教職員配置について，仮に認可の決定時期が遅延するなどの事態が生じた場合には，特別支援学
校の教員配置，校種間異動など総合的な人事異動を行う上で計画的に進捗できないなどの支障をもたら
す可能性がある。
なお，指定都市の設置する高等学校の設置に係る手続については，平成２６年５月２８日に成立した第４
次一括法において，都道府県の「認可」から都道府県への「事前の届出」へと見直されている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 290 08_消防・防
災・安全

指定都市 京都市 内閣府 B　地方
に対する
規制緩和

災害救助法第４条
建築基準法第８５条
特定非常災害の被害者の権利
利益の保全等を図るための特別
措置に関する法律第８条

災害時の応急借上げ住
宅に係る入居に関する事
務の簡素化

応急借上げ住宅の供与期間の延長について，現在，１
回につき「１年以内」とされているものを，複数年とするこ
とができるようにする。

【支障事例等】
応急借上げ住宅（いわゆる「みなし仮設」）は，被災者（入居者），市町村（受付窓口），都道府県（賃借
人），不動産業者，賃貸人の５者間で契約書等の多くの書類を往復する煩雑な手続となり，被災自治体の
負担となる。
特定非常災害の場合は，２年を超えた場合でも，応急仮設住宅の延長が特別に認められているが，供与
期間の延長は１回につき１年以内とされているため，複数回の延長が必要となり，みなし仮設ではその度
に契約更改が必要となる。
「応急借り上げ住宅（みなし仮設）」は民間の一般的なアパートなどを借り上げて使用するため，応急建設
住宅とは異なり，既に建築基準法を満たした建築物であることから，１年を超える期間の延長を一度に認
めるとしても，安全上，防火上及び衛生上の問題は生じないのではないかと考える。
みなし仮設の供与期間の延長に係る事務については，被災地はもとより，例えば，東日本大震災の被災
者を市営住宅（みなし仮設と位置付け）において受け入れている本市においても，毎年，供与期間の延長
の可否決定等を行うなどの事務を行う必要がある。
【制度改正による効果】
入居期間の複数年決定などの事務の簡素化に配慮した制度の見直しを行うことで，被災者の住まいの確
保に要する時間の短縮，手続きの負担軽減につながるとともに，行政の事務負担も軽減される。
また，行政の事務負担の軽減により，他の災害対応業務に労力をまわすことができるため，復興に向けた
スピードアップにつながると考えている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 291 03_医療・福
祉

指定都市 京都市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

介護保険法第７０条，第７５条，
第７８条の２，第７８条の５，第１１
５条の２，第１１５条の５，第１１５
条の１２及び第１１５条の１５
老人福祉法第１４条，第１４条の
２，第１４条の３，第１５条，第１５
条の２及び第１６条

介護保険サービス事業
者における事業開始等
の届出等事務の負担軽
減等

訪問介護等の介護保険法上の事業等は，老人福祉法上
の事業等にも該当するため，両法上の届出等をする必
要があるが，一方の届出等があった場合，他方も届出等
があったこととする「みなし規定」を設ける。

【支障事例】
訪問介護や通所介護などの介護保険法に基づく事業等は，老人福祉法に基づく老人居宅生活支援事業
等に該当するものであることから，介護保険法上の届出等と別に老人福祉法上の届出を行う必要があり，
一の事業者がそれぞれの法律に基づき２種類の届出を行うなど，事業者への負担や届出事務の非効率
が生じている。
事業者にとっては，介護保険法及び老人福祉法に基づき，同様の内容の申請等が別々に必要となること
で，指定（開設）時や変更時等に事務が繁雑になっており，同じ内容の申請等を提出することに対する負
担感が強い。また，いずれか一方を提出することで申請等が完了したと誤解が生じる場合もある。
【制度改正による効果】
重複して実施していた事務の効率化及び事業者の負担軽減を図ることができる。
また，従前から，現場の介護従事者は事務処理量が多いことで介護業務（利用者へのケア）が圧迫されて
いると言われているが，事業者の負担軽減により介護のケアの質の向上も期待される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html



158 / 528 ページ

URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

５【文部科学省】
（１）学校教育法（昭22法26）
指定都市の設置する特別支援学校の設置廃止等の認可（４条１項２号）については、事前届
出とした上で指定都市に移譲する。

－ － － － － －

６【厚生労働省】
（11）老人福祉法（昭38法133）及び介護保険法（平９法123）
介護保険サービスを提供するに当たって、老人福祉法上の老人居宅生活支援事業の開始、
変更の届出（老人福祉法14条及び14条の２）等と、介護保険法上の指定居宅サービス事業所
の指定、変更の申請（介護保険法70条及び75条）等のそれぞれの手続が必要であるが、申請
書の一本化や重複する必要書類の省略等、地域の実情に応じて手続を簡素化することは現
行制度上問題ないことを、地方公共団体に周知する。

【厚生労働省】「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」を
踏まえた介護保険上の指定手続の簡素化に係る再周知について（平
成27年4月10日付け厚生労働省老健局高齢者支援課、振興課、老人
保健課事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_291
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H26 293 02_農業・農
地

都道府県 三重県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業協同組合法第72条の8第１
項

農事組合法人の事業要
件の緩和

農事組合法人の農業経営の安定化に向け、農事組合法
人の形態のまま、他者が生産する農畜産物を使用した製
造又は加工事業を実施することができるよう事業範囲の
緩和を図る。

【支障事例等】
農業協同組合法第72条の8第1項第2号により、農事組合法人の事業範囲は、自ら生産する農畜産物を原
料又は材料とする製造又は加工事業と規定されており、他者から仕入れた農畜産物や獣肉等を使用する
農家レストラン等の６次産業については、農事組合法人の形態のままでは実施することが難しい。
【制度改正の必要性等】
６次産業は農業経営の安定化と地域の活性化に寄与すると考えられ、農事組合法人の事業範囲を緩和
し、６次産業に参入しやすい環境を整える必要がある。
また、現在の制度では、株式会社への組織変更が想定されているが、議決権が出資割合に応じる株式会
社よりも一組合員一票の議決権である農事組合法人の方が６次産業を担う集落営農に馴染みやすいこ
と、農事組合法人の方が法人税負担が軽いこと、設立手続きが容易であること等を踏まえると、農事組合
法人における事業範囲の緩和が必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 294 09_土木・建
築

都道府県 三重県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

建築基準法第20条第1項第2
号、第25条

畜舎等の建築基準等の
緩和

畜舎等に対しても建築基準法の規制が設けられており、
それがコスト増加の要因となっていることから、建築基準
等の緩和を図る。

【制度改正の必要性等】
建築基準法では、畜舎等に対しても、原則、住宅など一般の建築物と同様の規制が設けられており、木造
で大規模な畜舎を建築する場合、延べ面積が500㎡を超える場合には構造計算が必要であるほか、
1,000㎡を超える場合には防火基準を遵守する必要があるなど、コスト増加の要因となっていることから、
建築基準法の該当項目に畜舎に関する例外規定を設ける。
【支障事例等】
規模拡大のため1,000㎡を超える畜舎建設を行った事例では、いずれも木造ではなく、鉄骨造りで対応せ
ざるを得なかった。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【農地の確保に資する国・地方の施策の充実】
実効性ある農地の総量確保の目標管理の仕組みを構築する。具体的には、国指針として「確保すべき農
用地等の面積の目標」を設定することとし、この設定に際し、農地確保の施策効果ごとの目標を設定する。
従来、市町村は目標設定に関与することができなかったが、これらの目標は、国、都道府県、市町村が十
分議論を尽くした上で設定することとする。このため、単に国が地方の意見を聴取するのではなく、国と地
方が透明性を確保した中で、実質的な議論を行うための新たな枠組みを設けることとする。なお、「確保す
べき農用地等の面積の目標」については、国指針、都道府県方針、市町村計画に明記することとする。ま
た、農地確保の施策について確実に実行に移すため、国、都道府県、市町村それぞれのレベルで、「実
行計画」を策定する。
【農地の総量確保の目標管理】
個々の農地転用許可等については、大臣許可・協議を廃止し、土地利用行政を総合的に担っていく観点
から、市町村に移譲し、国、都道府県の関与は不要とするべきである。また、市町村計画の策定のうち農
用地区域の設定・変更についても、都道府県知事の同意を不要とするべきである。
【農地転用許可制度・農用地区域設定制度の見直し】
上記の目標達成に向け、国は農地の確保に資する制度の枠組みづくりを行い、地方は、農地中間管理機
構の活用をはじめ、担い手への農地の集積・集約化や耕作放棄地対策などの具体の施策を推進する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 A　権限
移譲

農振法第３条の２、第４条、第５
条の２、第５条の３、第８条
農地法第４条、第５条、附則第２
項

農地制度のあり方につい
て

農地の確保に資する国・地方の施策を充実させる。
農地の総量確保の目標管理を行う。
農地転用許可制度・農用地区域設定制度の見直しを行
う。

H26 292 02_農業・農
地

都道府県 三重県
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６　【農林水産省】
（１）農業協同組合法（昭22法132）
農事組合法人は、自らが行う農業に関連する事業であって農畜産物を原料又は材料として使
用する製造又は加工の事業を行うことができるとされており、その範囲内であれば、自ら生産
する農畜産物だけでなく、他者から購入した農畜産物を原料又は材料として使用する農家レ
ストランも行うことができることを、都道府県に通知する。

【農林水産省】「農業協同組合、農業協同組合連合会、農業協同組合
中央会及び農事組合法人向けの総合的な監督指針（信用事業及び
共済事業のみに係るものを除く。）」の一部改正について（平成27年3
月18日付け農林水産省経営局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_293

－ － － － － －

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 296 07_産業振
興

都道府県 三重県 内閣官房、
内閣府

B　地方
に対する
規制緩和

総合特別区域法第8条第2項
総合特別区域法施行規則第8
条第1項

国際戦略総合特区にか
かる区域指定方法の運
用見直し

国際戦略総合特区の区域指定は、地番に基づいて行わ
れているので、市町の区域に基づく指定となるよう運用を
見直す。

【支障事例等】
国際戦略総合特区において、区域拡大申請を行った後に、既指定区域の法人から、既指定区域の隣地
へ建物を拡張（増設）する計画の申し出があったが、隣地を追加申請するタイミングに間に合わず、結果と
して、この法人が投資促進税制を活用することができない事例があった。国際戦略総合特区の区域指定
は既存事業者の工場敷地を地番指定しているため、工場を指定地番以外へ拡大する場合や、新たに同
事業を手掛ける事業者が現れた場合は、円滑に特区制度を活用することができない。
【制度改正の必要性】
このため、区域指定の段階では市町区域の指定とするよう運用を見直し、事業計画認定申請の段階にお
いて区域を限定するなど柔軟に対応できるようにすれば、産業クラスターの形成につながる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 297 11_その他 都道府県 三重県 経済産業省 B　地方
に対する
規制緩和

補助事業等により取得し又は効
用の増加した財産の処分等の
取扱いについて（平成16年6月
10日大臣官房会計課通知）

研究開発支援制度に基
づく補助対象施設の柔軟
な活用を図るための経済
産業省通知の見直し

国の研究開発支援制度では、開発試作用施設を商用
ベースに転用した場合、補助金返還等の手続きを要する
が、試作から商用化までを短期で実施できるよう、たとえ
償却期間内の補助対象プラントであっても、返還等を行
わず商用ベースに転用できるよう、補助金適正化法の運
用を見直す。

【支障事例等】
補助対象となったプラント等は目的外の使用が限定的にしか認められていないため、例えば、試験研究
用に導入した設備等の場合、その試験研究が事業化につながる場合でも、事業化においてはその設備を
使用することはできず、設備を十分に活用できない状況が発生する。
【制度改正の必要性等】
このため、償却期間内の補助対象プラントであっても、補助金返還等を行わず商用ベースに転用できるよ
うに運用を見直し、企業の事業活動に即した形で、補助金対象施設の柔軟な活用を図り、企業の競争力
を強化すべきである。具体的には、平成16年6月10日付け平成16･06･10会課第5号通知「補助事業等に
より取得し又は効用の増加した財産の処分等の取扱いについて」の「５．承認申請等の特例」の（２）に開
発試作用施設を本来の開発意図に沿った用途に転用する場合を追加し、補助金返還等が生じないように
するべき。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 298 11_その他 都道府県 福島県 内閣官房、
総務省（消
防庁）

B　地方
に対する
規制緩和

武力攻撃事態等における国民
の保護のための措置に関する法
律第34条第５項及び第８項

国民保護計画の変更に
係る内閣総理大臣への
協議の廃止

都道府県が国民保護計画を作成、変更する際は、あらか
じめ総務大臣を経由して内閣総理大臣への協議が義務
付けられているが、この協議を廃止する。

【根拠条文】
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律
第34条第５項　都道府県知事は、その国民の保護に関する計画を作成するときは、あらかじめ、総務大臣
を経由して内閣総理大臣に協議しなければならない。

【提案事項・支障事例】
各都道府県の国民保護計画を変更する際、現状では、総務大臣・内閣総理大臣への協議（年に１度の閣
議決定）を経ることとされており、その変更作業は内閣府から示されるスケジュールに沿って進めることと
なっている。
年に一度の閣議決定に間に合わない変更内容は、計画に具備することができず、次の閣議決定まで変更
することができないため、適宜時期を捉えた変更が困難な場合がある。
このことから、県民の生命、身体及び財産を保護するための計画の変更を迅速に決定できるよう、協議を
不要としていただきたい。
なお、同じく県民の生命、身体及び財産を保護する目的で策定している地域防災計画は、平成２３年度に
第１次一括法により内閣府総理大臣への協議が不要とされたことから、都道府県の国民保護計画も内閣
府総理大臣等への協議を不要とし、速やかな策定・変更を行うことができるようにしていただきたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 299 06_環境・衛
生

都道府県 福島県 厚生労働省 A　権限
移譲

水道法第46条第1項、水道法施
行令第14条第１項及び第２項

都道府県による水道（用
水供給）事業の認可事
務、立入検査等に関する
権限の拡大

厚生労働大臣が行う計画給水人口5万人超の水道事業
及び一日最大給水量2万5千立方メートル超の水道用水
供給事業の認可事務、立入検査等について、その権限
の全部又は一部を都道府県知事に移譲する。

【現状と課題】
水道事業及び水道用水供給事業の認可と立入検査等の事務は、厚生労働大臣が行うこととされている
が、そのうち、同法第46条により、給水人口が5万人以下の水道事業及び一日最大給水量が25,000㎥以
下である水道用水供給事業は、都道府県知事が行うものとされている。
現在、当県内の水道事業は、給水人口や料金収入の減少、水道施設の更新需要の増大など厳しい経営
環境の変化に直面している。また、小規模な事業体が多く、技術的基盤が脆弱であり、安定的に水を供給
し続けるための中長期的な経営を考慮した運営基盤が十分に構築されていない現状にある。
【課題解決に係る施策の方向性】
これらの課題解決には、近隣水道事業者等との連携により運営基盤の強化を図ることが有効であるが、そ
の具体化には、地方の中核となる水道事業者等の存在が不可欠である。
厚生労働省が平成25年に発表した「新水道ビジョン」において、都道府県や中核となる水道事業者等に
は、地域全体の最適化の観点から、連携体制への積極的な関与が期待されているところである。
【施策に係る支障】
しかしながら、都道府県は、地域の中核となる計画給水人口5万人超の水道事業及び一日最大給水量
25,000㎥超の水道用水供給事業の立入検査等の権限を有していないため、当該地域の関係水道事業体
間の調整等に支障を来している状況にある。
【提案事項】
持続可能な地域水道の整備に都道府県が積極的に関与するためにも、都道府県知事に移譲している事
業認可や立入検査等の権限の範囲を拡大すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html



162 / 528 ページ

URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６【内閣官房（２）】【内閣府（１）】
総合特別区域法（平23法81）
（ⅰ）総合特別区域の市町村区域での指定について、地方公共団体から合理的な理由をもっ
て申請がある場合には、市町村区域での指定が可能であることを速やかに地方公共団体へ通
知するとともに、市町村区域での指定に関する相談に関しては、事業の推進に支障のないよう
積極的に対応する。

【内閣官房】【内閣府】総合特別区域の運用について（平成27年2月26
日付け内閣府地方創生推進室事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_296

６【経済産業省】
（３）補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭30法179）
経済産業省の実施する国庫補助事業等により取得し又は効用の増加した財産の転用につい
ては、中小企業者が研究開発を主たる目的とする補助事業等の成果を活用して実施する事
業に使用するために行う処分制限財産（設備に限る。）の転用に当たる場合には、収益の国庫
納付条件を付さないことができるとしていることを、地方公共団体に通知する。

【経済産業省】中小企業が研究開発補助金で取得した財産の事業転
用について

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_297

６【内閣官房（１）】【総務省（９）】
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平16法112）
都道府県知事が都道府県の国民の保護に関する計画を変更するときに行う内閣総理大臣へ
の協議（34条５項及び８項）については、年に複数回、協議の機会を設けるなど、都道府県が
当該計画を適時に見直すことができるよう対応する。

【内閣官房】【総務省】都道府県の国民の保護に関する計画の変更に
ついて（平成26年11月20日付け消防庁国民保護・防災部防災課国民
保護室長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_298

４【厚生労働省】
（７）水道法（昭32法177）
以下に掲げる事務・権限（厚生労働省の所管に係るものに限る。）については、広域化等を推
進する水道事業基盤強化計画（仮称）を策定した上で、業務の監視体制を十分に整える都道
府県であって、当該事務・権限の移譲を希望するものに対し、都道府県内で水利調整が完結
する水道事業等（都道府県が経営主体であるものを除く。）を対象に移譲する。
なお、都道府県内で水利調整が完結しない水道用水供給事業から受水する水道事業につい
ては、当該水道用水供給事業との事業統合を行うことを上記計画に盛り込んだ場合には移譲
対象とする。
（以下一部抜粋）
・水道事業の認可（６条１項）
・水道用水供給事業の認可（26条）
・水道事業及び水道用水供給事業に係る報告の徴収及び立入検査（39条１項）
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H26 301 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 福島県 農林水産省
（林野庁）

B　地方
に対する
規制緩和

森林法６条５項 都道府県が定める地域
森林計画に係る国への
協議、同意の廃止

「地域森林計画」の樹立等の際に、農林水産大臣への協
議・同意が義務付けられているが、国への協議、同意を
廃止し、届出制へ移行。

【根拠条文】
森林法第６条第５項 　都道府県知事は、地域森林計画をたて、又はこれを変更しようとするときは、前条第
三項に規定する事項を除き、農林水産省令で定めるところにより、農林水産大臣に協議しなければならな
い。この場合において、当該地域森林計画に定める事項のうち、同条第二項第二号の森林の整備及び保
全の目標、同項第三号の伐採立木材積、同項第四号の造林面積、同項第四号の二の間伐立木材積並
びに同項第七号の保安林の整備については、農林水産大臣の同意を得なければならない。

【提案事項・支障事例】
　「地域森林計画」の樹立及び変更の際に、農林水産大臣への協議・同意が義務付けられており、事前協
議、本協議、同意までの手続きに時間を要していることから、都道府県の自主的・主体的な取り組みが行
えるよう、協議、同意を廃止し、届出としてほしい。
　事前協議における調整期間がおよそ２週間とされており、協議、同意にいたる事務手続きに時間を要し
ている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 300 02_農業・農
地

都道府県 福島県 農林水産省 A　権限
移譲

農地法第4条第1項、第5条第1
項

農地転用等に関する知
事・農林水産大臣の許可
権限の市町村への移譲

農地転用等に関する知事・農林水産大臣の許可権限を
法律により市町村に移譲する。

【提案事項】
農地の転用は、住民に身近な市町村が権限を持ち、迅速かつ簡素に許可事務を行うことが必要であり、
農地転用等に関する許可権限を法律により市町村に移譲するべきである。
このことにより、住民にとっては、申請から許可までの時間の短縮、地域の実情をよく知る市町村農業委員
会で事務処理が行われ説明等が簡略化されるとともに、行政にとっては、市町村（農業委員会）の主体的
な意思決定や地域の特色を生かした事務執行が可能となるため、まちづくりの主体である市町村による総
合的な行政が展開されることとなる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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４　【農林水産省】
（４）森林法（昭26法249）
（ⅰ）都道府県知事の地域森林計画に係る農林水産大臣への同意を要しない協議（６条５項）
に関し、当該計画の内容のうち、委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の
共同化その他森林施業の合理化に関する事項（５条２項５号の２）に係る協議については、見
直す方向で検討し、森林・林業基本計画の変更（森林・林業基本法（昭39法161）11条７項）に
合わせて結論を得る。

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。



165 / 528 ページ

年別
管理
番号

関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容分野
提案団体
の属性

提案
団体

年

H26 303 10_運輸・交
通

都道府県 福島県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

港湾法第２条第６項 港湾施設に係る国土交
通大臣の認定の一部廃
止

港湾法第２条第６項に規定されている国土交通大臣の認
定について、条件を満たしている場合は不要とする。

【提案事項・支障事例】
従来港湾区域であった水域が公有水面の埋立てにより土地となり、しかも臨港地区が設定されていない場
合には、その区域内の施設はそのままでは港湾施設ではないとされており、供用を開始するためには、国
の機関が直轄工事で建設した施設等であっても、当該施設を臨港地区に指定するか、港湾管理者（県）
から国土交通大臣に港湾施設に認定するよう申請する必要がある。
臨港地区への指定については、埋立てた（土地となった）後、原則として地方港湾審議会に諮問し、都市
計画区域内であれば都市計画法に基づく臨港地区の指定手続きが必要となり、加えて埋立竣功後面積と
字界が決定しないと指定できないため、完成から臨港地区への指定（供用開始）まで多大な時間を要す
る。よって、埋立て前に事前の協議を進めることができる国土交通大臣への港湾施設に係る認定申請をし
た方が、迅速な供用開始ができる。
このため、国土交通大臣の認定が必要とされているもののうち、国の機関による直轄工事や国の機関がそ
の必要性を認め都道府県が補助事業等で建設した施設については、既に港湾施設としての条件が認め
られたものとして、あらためての協議を不要としていただきたい。
協議が不要となれば、認定申請のために必要とされる埋立竣功書類に係る事務作業が軽減されるととも
に、事前協議から認定までに少なくとも６ヶ月程度時間を要しているところ、この分の期間が短縮されること
となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 304 03_医療・福
祉

都道府県 福島県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

地域保健法第10条
地域保健法施行令第４条

保健所長の医師資格要
件の緩和

保健所長の医師資格要件について、条例委任（参酌基
準化）する。

【現状と課題】
保健所長の医師資格要件については、保健所に医師が配置されている場合に限り、医師と同等以上の
専門性を有すると認められる場合等一定要件を満たす職員であれば医師以外の者であっても保健所長
に充てることができるよう要件緩和されているものの、なお要件が厳しく、該当職員の確保は困難である。
【支障事例】
保健所長職に適した人材の確保が非常に難しいことから、地域によっては、一人の所長が他の管轄地域
の所長を兼務するケースも出ている。このケースでは、保健所長不在の保健所はもとより、本務側の保健
所においても円滑な業務運営に支障が生じる場合がある。また、突発的な健康危機管理事案等に対し
て、本務、兼務の両管轄地域の対応が十分に行えない場合も想定される。
【提案事項及び効果】
保健所長の資格要件を、保健所設置主体の条例に委ねることにより、保健所における健康危機管理等の
役割を十分考慮しつつも、地域における公衆衛生医師不足の実情に応じた対応措置が可能となる。
具体的には、保健所長以外の職員に医師を配置する場合には、保健所長に係る医師資格要件を問わな
いこととしていただきたい。
特に、所長クラスの公衆衛生医師の確保が困難な地域や複数保健所長を一人の所長が兼務しているよう
な事態が生じている地域等においては、保健所内に医師を配置した場合に保健所長の医師資格要件が
廃止できれば、柔軟な人事配置が可能となることから、管轄地域における円滑な業務運営にも寄与するも
のである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 308 03_医療・福
祉

都道府県 熊本県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

医療法第42条の2
平成20年厚生労働省告示第
119号「医療法第42条の2第1項
第5号に規定する厚生労働大臣
が定める基準」
厚生労働省医政局長通知（平
成20年3月31日医政発第
0331008号）「社会医療法人の
認定について」

社会医療法人の認定要
件拡充

社会医療法人の認定要件である「へき地医療への支援
実績」について、へき地診療所だけでなくへき地医療拠
点病院への医師派遣についても認定要件とすること

【支障】へき地診療所を支えるへき地拠点病院の常勤医師数が減少傾向にあり、へき地拠点病院からへき
地診療所への医師派遣が厳しい状況にある。
【制度改正の必要性】平成20年厚生労働省告示第119号「医療法第42条の2第1項第5号に規定する厚生
労働大臣が定める基準」第３条１号イ「へき地にある診療所」を「へき地にある診療所又はへき地医療拠点
病院」に改め、へき地医療等を行う社会医療法人の認定要件を拡充し、その数を増やすことで、へき地医
療拠点病院の支援体制を確保する。
（参考）本県では、県内のへき地診療所17か所のうち、常勤医師を確保できている診療所は４か所のみ。
また、へき地医療を支えるへき地医療拠点病院の常勤医師数が減少傾向にあり、ここ10年でピーク時から
約30%減少している病院もある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【現状と支障事例】
・道路管理者が、道路構造と標識設置に係る基準について、国道と県道の管理に２つの基準を使用して
いる現状にあり、業務の煩雑化を招くとともに、地域の実情に応じた道路整備及び管理の支障となってい
る。
・具体的には、指定区間外国道において、整備済み区間と新たに整備する区間で幅員が異なってしまう
事例が生じ、地域の実情に応じた車道（路肩）及び歩道に係る幅員設定ができない。また、管理する指定
区間外国道の道路標識においても、県道の様に地域の実情に応じた文字設定ができないこととなってい
る。

【課題解決のための施策等】
・国道の構造の技術基準を県が管理する指定区間外国道についても委任を求める。
・法令の規定としては道路構造基準第３０条１項で国道と表記されていること及び２項に指定区間外国道
に関する表記がないことが支障となっている。このため、道路法第３０条第１項の「国道」を「直轄国道」と
し、第２項の「都道府県道及び市町村道」に「指定区間外国道」を追記していただきたい。
・委任された場合の構造の技術基準については県が定めた条例の内容と同様としたい。（参考資料として
「資料１」を添付。）
なお、道路標識については、設計速度に応じて設定されている文字の大きさについて、県条例によって、
１．０～１．５倍の範囲内で自由に設定できることとした。（参考資料として「資料２」を添付。）

【その他】
同一構造規格の場合に交差部分で、直轄国道と指定区間外国道の構造が異なることが懸念されるが、現
時点では、このような事例がないため対応策は検討していない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

道路法第30条第1項及び第2
項、道路標識、区画線及び道路
標識に関する命令

道路法（道路の構造の技
術基準、道路標識の基
準）の条例委任

道路の構造の技術基準及び道路標識の基準について、
条例を制定したところであるが、条例委任については、県
道及び市町村道のみに適用されるものであり、県が管理
する指定区間外の国道については適用されないことと
なっている。道路管理者の一体的な管理の観点から県が
管理する国道についても適用できるようにすべきである。

H26 302 09_土木・建
築

都道府県 福島県
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

－ － － － － －

６【厚生労働省】
（３）医療法（昭23法205）
（ⅱ）社会医療法人の認定（42条の２第１項）については、以下の方向で認定要件の緩和につ
いて検討し、平成27年度中の実施を目指す。
・二の都道府県において病院及び診療所を開設する医療法人について、全ての医療機関が
一の二次医療圏及び隣接する市町村に設置されている場合には、当該二の都道府県の医療
計画に必要な事項が記載されていること等を要件として、当該病院において救急医療等確保
事業を実施することにより、社会医療法人として認定できることとする。
・へき地の医療の確保に必要な事業に係る業務の基準として、へき地診療所への医師の派遣
等の要件について、へき地医療拠点病院への医師の派遣及び当該へき地医療拠点病院から
へき地診療所への医師の派遣等についても加え、社会医療法人として認定できることとする。

－ － －－ － －
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H26 310 03_医療・福
祉

都道府県 熊本県、佐賀
県、大分県

厚生労働省 A　権限
移譲

麻薬及び向精神薬取締法第２４
条第１１項及び麻薬及び向精神
薬取締法施行規則第９条の２

麻薬及び向精神薬取締
法に基づく麻薬小売業者
間譲渡許可の国から都
道府県への移譲

厚生労働省（地方厚生局麻薬取締部）が行っている麻薬
小売業者間譲渡許可を都道府県知事が行うことができる
よう権限を移譲すること

【支障】
麻薬の譲渡は、麻薬小売業者の免許を有しなければ行うことができないが、当該免許交付は都道府県知
事が行い、麻薬小売業者間譲渡の許可は九州厚生局で行っている。許可申請者は、事前相談のため
に、厚生労働省地方厚生局麻薬取締部を訪問する場合もあり、移動距離や時間、経済的な面での負担と
なっている。
【制度改正の必要性】
麻薬小売業者（薬局）は在庫を十分に抱えているところが少ない状況にある中、麻薬小売業者間譲渡許
可は、医療用麻薬を麻薬小売業者（薬局）間で譲渡譲受できる実質唯一の方法である。麻薬処方せんを
持つ患者への迅速な調剤提供を行い、在宅緩和ケアを推進するためにも、麻薬及び向精神薬取締法第
２４条第１１項及び麻薬及び向精神薬取締法施行規則第９条の２、麻薬小売業者間譲渡に係る許可権限
を、厚生労働省地方厚生局（麻薬取締部）から都道府県に移譲する必要がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 313 02_農業・農
地

都道府県 熊本県 農林水産省 A　権限
移譲

農地法第4条
農地法第5条

農地転用の許可権限の
国から都道府県への移
譲

４haを超える農地転用の許可権限について、国から都道
府県へ権限を移譲すること

【支障】
農地転用については、土地利用者の利便のためにも事務手続の迅速化を図る必要がある。しかしなが
ら、4ha超の国許可案件の農地転用については、申請から許可まで1年間を要している事例があるなど事
務手続の迅速化を阻害している。
【制度改正の必要性】
許可基準が法令で定められており、国と県との間で意見が異なることもなかった点や事務手続きの簡素化
による住民サービスの向上を考慮すると、都道府県へ権限を移譲するべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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対応方針（閣議決定）記載内容
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最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

４【厚生労働省】
（６）麻薬及び向精神薬取締法（昭28法14）
麻薬小売業者間での麻薬の譲渡しの許可に関する事務・権限（24条11項、施行規則９条の２）
については、都道府県に移譲する。

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。



169 / 528 ページ

年別
管理
番号

関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容分野
提案団体
の属性

提案
団体

年

H26 315 10_運輸・交
通

都道府県 熊本県 総務省、国
土交通省

B　地方
に対する
規制緩和

地方自治法第252条の17の3第3
項（条例による事務処理の特例
の効果）
軌道法施行令第6条第1項
軌道法に規定する国土交通大
臣の権限に属する事務で都道
府県が処理するもの等を定める
政令第1条第1項及び第2項

事務処理特例条例により
移譲した場合の市町村か
ら国への協議に係る都道
府県の経由の廃止（軌道
法部分）

軌道法関係の認可に係る国（地方運輸局）への協議等
に伴う、知事経由事務を廃止できるようにすること。

【支障】
本県では、地方自治法第252条の17の2第1項の規定に基づき、軌道法施行令第6条第1項の規定による
認可（軌道法に規定する国土交通大臣の権限に属する事務で都道府県が処理するもの等を定める政令
第1条第1項及び第2項の規定により知事が行うこととされた認可に限る。）を熊本市に移譲している。な
お、本件事務は、熊本市の政令市移行（平成24年度）により、道路法の規定に基づき同市内の県道等の
管理が同市に移管されたことを受けて、事務の合理化を目的に25年度から移譲したもの。しかし、当該認
可に伴う国への協議は、同法第252条の17の3第3項の規定により、知事を経由することとなっており、十分
な事務の簡素化に繋がっていない。
【制度改正の必要性】
経由事務が廃止された場合、市、県及び九州運輸局担当課間の文書の往復に要する期間（２～３週間程
度）が短縮されると考えられる。なお、この期間短縮については、軌道事業者（熊本市交通局）及び同市都
市建設局土木管理課も要望しているところである。
【その他】
軌道法関係の協議に限れば、全国的にも事務移譲対象市町村数及び協議件数が少ないこと、また、軌
道事業者による地方運輸局担当課との事前相談が慣例化していることから、本件経由制度が廃止されて
も、国の行政機関の負担増には繋がらないと考えられる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 318 11_その他 一般市 萩市 法務省 B　地方
に対する
規制緩和

人権擁護委員法第6条第3項 人権擁護委員候補推薦
の議会諮問の廃止

人権擁護委員候補者の推薦にあたり、議会の意見を聞く
義務付けの廃止

人権擁護委員の候補者の推薦に当たっては、市長村長は市町村議会の意見を聞いて委員候補者を推
薦することが求められている。
人権擁護委員の任期は3年間であるが、任期満了日が、それぞれの委員によって異なるため、年4回の人
権擁護委員の任期の始期にあわせた推薦が必要で、該当委員の任期満了から逆算すると、半年以上前
からの事務作業を要し、その手続きが負担となっている。
また、居住する市町村を区域とする国の委員を市町村長が推薦後、議会諮問が必要なのは人権擁護委
員だけであり、行政相談員、民生委員などの推薦手続きと差がある。
以上のことから、事務手続き等の簡略化を図るため、人権擁護委員の推薦は市町村長の権限とし、議会
の意見を聞く義務付けの廃止を求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【支障】
農地転用については、土地利用者の利便のためにも事務手続の迅速化を図る必要がある。しかしなが
ら、2ha超から4ha以下の農地については知事許可にもかかわらず、国への協議が必要で、1カ月～数カ
月の協議期間を要しており、事務手続の迅速化を阻害している。
【制度改正の必要性】
国への協議は「当分の間」として平成10年に法改正が行われ既に16年経過している。農地転用について
は、許可基準が法令で定められており国と県との間で意見が異なることもなかった点や事務手続の迅速化
による住民サービスの向上を考慮すると、「協議」は廃止すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法附則第２ ２ha超から４ha以下の国
への協議の廃止

知事許可の２ha超から４ha以下の農地転用について国
への協議を廃止すること

H26 314 02_農業・農
地

熊本県都道府県
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－ － － － － －

６【法務省】
（２）人権擁護委員法（昭24法139）
人権擁護委員の推薦（６条３項）については、事務の効率化に資する観点から、市町村議会へ
の意見聴取を推薦の都度行うのではなく、市町村の実情に応じて、一定期間に推薦されること
が予定されている委員候補者について一括して意見を聞くことも可能である旨、市町村に周知
する。

【法務省】地方分権改革に関する地方からの提案に対する対応につい
て（平成27年3月27日付け法務省人権擁護局総務課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_318

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 319 03_医療・福
祉

一般市 萩市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉施設の設備及び運営
に関する基準第11条第1項

保育所における給食の
自園調理原則の廃止又
は過疎地域等での適用
除外

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準により、保
育所は、調理室の設置が義務付けられ、自園調理を原
則としている。
保育所・小・中学校を含め、地域一体となった食育を推
進するとともに、公立保育園の合理的運営を進める観点
から、3歳未満児の給食についても、調理室の設置の義
務付けや自園調理の原則を緩和し、外部搬入を認めるよ
う求めるもの。

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省第63条）第11条第1項において、「児童福
祉施設において、入所している者に食事を提供するときは、当該児童福祉施設内で調理する方法により
行わなければならない。」とされている。
現在、一定の要件を満たす保育所においては、満3才以上児の給食の外部搬入は認められているが、3
才未満児の食事の提供については、特区認定を受けた場合を除き外部搬入は認められていない。地方
都市では少子化が進行し、市街地保育所を除き、周辺部の保育所は入所児童が減少しているにも関わら
ず、保育所給食は自園調理を原則としているため、業務委託をする場合を除き、調理員の配置が必須と
なっている。
過疎地域においては、公営の共同調理場等を活用することにより、職員配置の合理化をすることができる
とともに、地域における一体的な食育を推進することが可能となる。
現在も分園のある園については、本園から給食を搬送しており、特例の要件である設備、衛生基準の遵
守、食育プログラムに基づいた食事の提供をしている。
アレルギー児童が増加傾向にあるなか、公営の共同調理場等から保育所へ給食を搬入することにより、就
学後においてもアレルギー児童への対応がスムーズに行えるとともに、地域における保育所・小学校・中
学校を一体とした食育活動の展開が期待でき、運営の合理化が可能となることから、3歳未満児の給食に
ついても、調理室の設置の義務付けや自園調理の原則を緩和し、外部搬入を認めるよう求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 320 11_その他 一般市 萩市 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

地方自治法第96条第1項第13
号

自動車事故の損害賠償
金額が一定額以下のも
のに係る議会の議決事
項の例外化

議会の議決事件を定めた地方自治法第96条第1項第13
号「法律上その義務に属する損害賠償の額を定めるこ
と」の規定に、自動車事故に係る損害賠償事案につい
て、損害賠償金額が一定額以下のものを議決事項から
除外する法改正

地方自治法第96条第１項第13号の規定により、普通地方公共団体が、国家賠償法、民法等により損害賠
償の義務を負う場合、その損害賠償の額の決定については、すべての事案について議会の議決を得るこ
ととされているが、自動車事故に係る損害賠償の額については、自賠責保険基準、裁判・弁護士基準等
により算定され、市が恣意的に決定することは困難である。
また、実際に業務上で発生する自動車事故による損害賠償事案は、金額が少額のものが大部分であるこ
とから、自動車事故に係る損害賠償額を定めることについては、一定の金額以下のものは議決対象から
除外する措置をお願いしたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 323 03_医療・福
祉

一般市 萩市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

健康保険法第第76条第２項（同
法第149条において準用する場
合を含む。）、
高齢者の医療の確保に関する
法律第71条第１項、
診療報酬の算定方法の一部改
正に伴う実施上の留意事項に
ついて（平成26年3月5日保医発
0305第3号通知）

ドクターヘリでの診療行
為に対する診療報酬算
定方法の見直し

基地病院以外に病院間搬送する場合にドクターヘリ内で
行う診療行為について、厚生労働大臣が定める診療報
酬の算定方法の見直しを行う。

【現状】
厚生労働大臣が定める診療報酬の算定方法では、患者を救急用の自動車等で保険医療機関に搬送す
る際、診療上の必要から、当該自動車等に同乗して診療を行った場合に救急搬送診療料が算定できると
されている。
【支障事例】
患者を基地病院以外の医療機関に病院間搬送した際、基地病院から搬送元の医療機関に、ドクターヘリ
内で行った診療行為について診療報酬相当額の請求があった。このような場合、基地病院からは保険請
求できないという見解が中国四国厚生局から示され、その医療費は基地病院と搬送元の医療機関の合議
に委ねるという見解が示されたことによる。当市としても、事例を示して、中国四国厚生局に確認したが、や
はり基地病院、搬送元の医療機関双方ともに保険請求できないという回答であった。
何故、搬送元の医療機関が負担しなければならないのか。また、他県において、根拠は未確認であるが
基地病院が保険請求している事例を聞いている。
【求める改正】
従って、基地病院において保険請求できるよう、厚生労働大臣が定める診療報酬の算定方法について見
直しを求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 324 03_医療・福
祉

一般市 萩市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

国民健康保険法第62条 医療費の適正化対策の
促進

保険者が医療費適正化対策を強力に推進し、法的根拠
をもって重複・頻回受診者に対する適正な指導・対策に
取り組めるよう、国において、国民健康保険法第62条に
係る「療養に関する指示」に重複・頻回受診者への適正
指導を明記する。

現在、医療費適正化対策としては、国保連合会から年１回、各保険者に提供される重複・頻回受診者のリ
ストを活用し、指導が必要と思われる重複・頻回受診者に対して保健師が訪問活動を行っているところで
ある。
一方、この訪問活動は、「重複・頻回受診者に係る医療の適正化対策の推進について（通知）」(平成10年
8月5日保険発第126号)を根拠に実施しているため、訪問活動に強制力がない。また、指導権限が明記さ
れていないため、各保険者の対応に差があり、有効な適正化対策とはなっていない状況である。
ついては、各保険者が医療費適正化対策を強力に推進し、法的根拠をもって重複・頻回受診者に対する
適正な指導・対策に取り組めるよう、国において、国民健康保険法第62条に係る「療養に関する指示」に
重複・頻回受診者への適正指導を明記するなど、抜本的な取組を要望する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、保育所に係る基
準については、次のとおりとする。
・保育所における食事の提供（同基準11条１項）に関し、３歳未満児に対する給食の外部搬入
については、平成28年度の構造改革特別区域推進本部評価・調査委員会の評価を踏まえて
検討する。

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 325 10_運輸・交
通

一般市 萩市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

道路運送法第79条の4第1項第
5号、道路運送法施行規則第51
条の7及び第51条の8、
「運営協議会に関する国土交通
省としての考え方について
（H18.9.15自動車交通局長通
達）」、「地域公共交通会議に関
する国土交通省としての考え方
について（H18.9.15自動車交通
局長通達）」、「自家用有償旅客
運送者が利用者から収受する対
価の取扱いについて（H18.9.15
自動車交通局長通達）」

過疎地有償運送等自家
用有償旅客運送の実施
に係る要件の緩和

過疎地有償運送等自家用有償旅客運送の実施に係る
運営協議会の運用ルールについて、道路運送法第79条
の4第1項第5号のただし書きとして、市町村又は市町村
が承認する団体については、交通事業者を除いた市町
村、実施主体及び地域住民の合意により合意されたもの
はこの限りではない、とするよう規制を緩和。

【現状】
人口減少・少子高齢化の進展に伴い、中山間地域等交通空白地域における高齢者の移動手段の確保が
喫緊の課題となっている。
平成18年の道路運送法改正により自家用有償旅客運送が制度化されたが、次の支障事例のとおり地域
の実情を踏まえた円滑な実施が困難となっている。
【支障事例・効果】
①過疎地有償運送について、道路運送法第79条の4により国土交通大臣は運営協議会で協議が調って
いない場合、自家用有償旅客運送者の登録を拒否することとされているが、運営協議会は実質的に利害
調整の場となり合意形成が困難②「自家用有償旅客運送者が利用者から収受する対価の取扱いについ
て」において、対価設定について、実費の範囲内であること、営利目的としていると認められない妥当な範
囲内であることとし、具体的には、当該地域におけるタクシーの上限運賃の2分の1の範囲内であることを
目安とされているが、資金の脆弱な運送実施主体では採算性確保されない等、不合理なケースが存在す
る。
ついては、過疎地有償運送の実施にあたっては、運営協議会における合意形成要件を廃し、採算性を考
慮した対価設定を可能にする等、市町村の責任、裁量による事業実施ができるよう要望する。
【更に制度改正が必要と考えられる根拠】
「自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会　検討会最終と
りまとめ」において、運営協議会の合意形成の手法として、「利害調整ではなく関係者間の認識の共有に
より合意形成の円滑化に資する雰囲気が作られることを徹底すべき」とされるが、構成員に交通事業者が
含まれたままでは利害関係が優先され合意形成が困難となることが危惧される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 326 11_その他 都道府県 大分県、福岡
県、長崎県、熊
本県、宮崎県、
沖縄県

総務省 B　地方
に対する
規制緩和

地方財政法第５条の３ 地方債協議制度から届
出制度への移行

現在、実質公債費比率が１８％以上の団体は許可団体、
１８％未満の団体は協議団体、１６％未満の団体は届出
団体（＝協議不要団体）となっており、民間資金の借入
れに当たっては協議をすることを要しないとされている。
他方、公的資金については、届出制度の対象外であり、
協議制度が残されている。今年度は届出制度導入３年
目に当たることから、届出制度をさらに拡大し、①公的資
金についても、届出制度の対象とするとともに、②届出団
体の要件を１６％未満から１８％未満まで拡大することを
求める。

【改正の必要性】
協議不要団体が９割を超えているものの、届出実施団体が２割にも達していない現状を考慮すると、地方
分権の推進の観点から届出制度をさらに定着させるための制度の拡充が必要である。
①届出実施団体が増加していない理由の一つとして、総務省や都道府県への協議・届出の時期やその
事務手続きが異なるため、結果として二重の手間が必要となる点が挙げられる。公的資金にも届出制度を
導入することで、事務の軽減が図られる。　なお、公的資金については、財政融資資金確保のため、財務
省で事前に毎月の借入額を把握する必要があるが、公的資金を協議制度から届出制度に移行した場合
でも、別途借入れ希望調査を実施して必要な情報を補うことで、「地方債発行タイミングの自由度の拡大」
という届出制度のメリットは維持できる。
②また、実質公債費比率が１８％と１６％という僅か２％の幅を挟んで３つの制度に分かれているが、特に
本県のように、１６％前後の団体については、毎年度協議と届出で区分が変わることがあり、決算数値が確
定するまでの間は届出か協議かが決まらず、事務的な支障が大きい。　１８％と１６％で財政健全化の状
態が大きく異なるとは考えられず、１８％に一本化し、区分の簡素化を図るべきである。
（現行）
民間資金　１６％未満＝届出、１８％未満＝協議、１８％以上＝許可
公的資金　１８％未満＝協議、１８％以上＝許可
（見直案）
民間＋公的資金　１８％未満＝届出、１８％以上＝許可

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 327 02_農業・農
地

都道府県 大分県、長崎県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

野菜生産出荷安定法施行規則
第２条

野菜価格安定対策事業
の産地指定における共
同出荷割合の見直し

野菜指定産地の基準について、野菜指定産地の作付面
積要件は満たしているものの、共同出荷要件（区域内指
定野菜の出荷数量に対する割合が３分の２超）を欠如し
ていることから、野菜指定産地を解除した産地がある。指
定野菜の安定的な供給体制の確立や、セーフティネット
機能の強化による担い手の確保、規模拡大を進めるた
め、共同出荷要件を廃止し、対象産地を広く捉えることを
求めるもの。

【改正の必要性】
国民の消費生活を維持するために必要な野菜を生産する野菜指定産地は、対象市場に安定的に出荷す
るための出荷計画を立て、需給バランスを維持する重要な役割を担っている。野菜価格安定事業は、これ
まで大規模生産者要件の追加等改正を行ってきた経緯があるが、野菜指定産地の規模要件は満たして
いるものの、共同出荷要件が欠如していることから、野菜指定産地を解除した産地がある。そのため、農家
の不安定な経営状況を招き、産地縮小が加速するとともに消費者への安定供給が心配される。
特に、大分県では、園芸品目の生産拡大を積極的に実施し、就農者の確保、産地拡大を進めており、高
齢化や後継者不足が加速する農村地域では、新たな担い手を確保し、産地の維持拡大を図るため、セー
フティネット機能が必要である。
一方、今年度から開始される農地中間管理機構を活用した担い手への農地集積を進め、経営規模の拡
大や産地規模の拡大など、野菜指定産地の活性化を進める好機である。
市場出荷における需給バランスの調整と農業経営の安定化を図るため、今後、産地の主体となる大規模
経営体を中心とした産地拡大を進めるとともに、共販要件を廃止し、対象産地を広く捉える必要がある。
（現行要件）共同出荷2/3以上　→　（改定案）廃止

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 328 06_環境・衛
生

都道府県 大分県、福岡
県、長崎県、沖
縄県、山口県

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

毒物及び劇物取締法第８条第１
項第２号

毒物劇物取扱責任者の
資格要件に係る規制緩
和

毒物劇物取扱責任者の資格要件の認定基準の一つで
ある「高等学校において３０単位以上の化学に関する科
目を修得していること」について、指導要録の保存年限
（２０年）を経過した場合は証明できないため、単位取得
数までの確認を求めず、「応用化学に関する学科を修了
したこと」の確認で認定するようにすることを求めるもの。

【支障】毒物劇物取扱責任者の資格については、毒物及び劇物取締法第８条第１項第２号において、「厚
生労働省令で定める学校で、応用化学に関する学課を修了した者」が資格要件の１つとなっている。資格
の確認方法については、平成１３年２月７日医薬化発第５号厚生労働省医薬食品局審査管理課化学物質
安全対策室長通知「毒物及び劇物取締法に係る法定受託事務の実施について」の第１の４及び平成１４
年１月１１日医薬化発第０１１１００１号厚生労働省医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室長通知
「毒物劇物取扱責任者の資格の確認について」において、「高等学校において応用化学に関する学科を
修了した者については、３０単位以上の化学に関する科目を修得していることを確認すること」となってお
り、現行は成績証明書等で確認している。
しかし、学校教育法施行規則第２８条第２項の規定により指導要録等の保管期間２０年が経過している場
合は、成績証明書等の発行が受けられず資格要件を満たしているか確認できない。また、成績証明書等
の発行が受けられない場合の取扱いについては、厚生労働省医薬食品局審査管理課化学物質安全対
策室から「当時の教育課程が明記された書類と卒業証書の両方が必須となる。高等学校等に確認のうえ、
確実に修得した科目のみをカウントしてもらいたい。」との回答があり、当時の教育課程が明記された書類
としては、「学校要覧」等が該当するが、これについては永年保存との規定がないため、卒業後２０年以上
経過していた場合、当該高等学校に保存されていない可能性がある。
以上のことから、資格要件を満たしているにもかかわらず個人の責によらず毒物劇物取扱責任者になれな
い事例が発生している。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

６【総務省】
（３）地方財政法（昭23法109）
地方債の発行に関する国の関与の在り方（５条の３等）については、地方公共団体、市場関係
者等の意見を踏まえ、地方債の信用維持等の観点に留意しつつ、届出制度の対象範囲等に
ついて検討を進め、平成27年度中に結論を得る。

【総務省】地方財政法、同法施行令及び地方債に関する省令の改正
について（平成28年4月1日付け地方債課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_326

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 329 09_土木・建
築

都道府県 大分県・佐賀県・
長崎県・宮崎県・
沖縄県

国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

河川法第７９条 県が管理する二級河川
の河川整備基本方針、
河川整備計画の策定に
係る国土交通大臣への
同意制度の見直し

二級河川に係る河川整備基本方針及び河川整備計画
の策定については、県が河川管理者としての権限、責任
により策定するものであるため、国（国土交通大臣）の同
意申請及びそれに要する内容協議を見直し、期間を要
することなく地域のニーズに応じた迅速な対応が可能と
なるよう、報告制度とすること。

【制度改正の経緯】本県は、台風常襲地帯にあって、毎年洪水被害が発生しており、計画的な治水対策
が必要となっている。さらに今後、老朽化対策や地震・津波対策などの機能改善に向けた新規事業による
取り組みが多く見込まれ、多数の河川整備基本方針等の策定、変更が必須となっている。特に地震・津波
事業については、河川と海岸、港湾、道路などが連携して取り組むことが効果的であり、河川事業につい
ても円滑かつ計画的な対応が必要となっている。このため、二級河川について県が自主的に策定・変更
できるよう見直しを要望するものである。
【支障事例】近年では、一河川の基本方針策定において同意申請書を提出し、同意されるまでに約１年
４ヶ月を要した。
【懸念の解消策】平成１９年度に懸念された国の技術的知見や全国的バランスの確保については、一級
河川についてこれまでどおりの手続きを踏まえるとともに、国と連携し、新たな知見等の情報収集に努める
ことにより、二級河川策定時に反映できると考えている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 330 09_土木・建
築

一般市 八幡市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

建築基準法48条別表２ 自校分とあわせて他校分
の給食を作る場合（いわ
ゆる親子方式）の給食施
設に係る建築基準法の
緩和

建築基準法48条別表２の（へ）欄２項及び（と）欄２項、
「原動機を使用する工場で作業場の床面積の合計が50
㎡を超えるもの」に「（学校の給食調理室を除く）」を加え
る。

【提案の内容】
学校内または学校敷地内に併設されている給食調理室で、他の学校の給食を調理する場合（いわゆる親
子方式）の共同調理場を住居系地域においても建築できるように提案するものです。
新たに中学校等で学校給食を実施する場合において、児童数の減少により、調理能力に余裕のある学校
で、他校分の給食もあわせて調理しようとするもので、既存施設の有効活用及び経費の節減を図れるもの
と考えます。また、既存の給食調理室を利用するため、近隣環境への影響は少ないと考えます。
【制度改正の必要性及び現行制度で対応困難な理由】
本市では、実施していなかった中学校給食を今後実施する方向で現在検討をしています。実施方法とし
て、自校方式、共同調理場方式、親子方式等がありますが、この内、児童数の減少で調理能力に余裕が
ある既存の小学校の調理場で調理する親子方式が、既存施設の有効活用や経費の軽減などから、有力
な候補と考えています。しかし、親子方式は用途が工場として取り扱われるため、住居系の用途地域では
建築基準法に抵触します。例外規定により、個別に建築許可を得る方法がありますが、許可を担保された
ものではありません。給食の実施方法の検討等を複数年かけ、市民や議会に報告し、予算の計上ができ
ても、最終的に建築審査会の同意が得られずに不許可となる可能性があります。そのため、建築許可の
制度に期待することは困難と考えます。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 331 11_その他 都道府県 群馬県 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

公職選挙法第202条2項、第203
条、第206条2項、第207条

市町村選挙における争
訟手続の見直し

県選管が実施している市町村選挙に対する不服審査制
度を廃止し、市町村選管への異議申し立て後直ちに提
訴できる仕組みとすべき。

①地方自治法の改正により都道府県選挙管理委員会は市町村選挙管理委員会の指揮監督権を有しな
い。
②市町村の選挙について実情を最も把握しているのは当該市町村の選挙管理委員会であり、訴訟上の
当事者主義にもかなう。
③市町村選挙管理委員会の決定に不服がある者が直ちに高等裁判所に市町村選管を被告として訴訟を
提起することができるようにすることは、争訟のスピードアップにつながり、当事者双方にとってもメリットが
ある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 332 11_その他 都道府県 群馬県 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

政治資金規正法第20条第4項、
第20条の2第2項

政治資金収支報告書の
インターネット公表の公表
期間の制限撤廃

政治資金規正法に定める収支報告書のインターネットで
の掲出は、法定受託事務の処理基準において、3年と定
められている。県民の利便性の向上や事務の効率化の
観点から、掲出期間の制限を撤廃すべき。

①本県では収支報告書の文書保存期間を5年とし、閲覧期間の3年を超えるものについての公開は、公文
書開示請求により対応している。
○平成２２年度請求件数（請求対象団体数）
　　３４団体分
○平成２３年度請求件数（請求対象団体数）
　　７団体分
○平成２４年度請求件数（請求対象団体数）
　　３団体分
○平成２５年度請求件数（請求対象団体数）
　　請求なし
※複数の団体の閲覧等請求の場合もあり、請求ベースでは件数は上記より減少する。
②インターネットによる提出期限を文書保存期間と合わせることで、情報の透明性向上と公開手続きの簡
素化、利便性向上につながる。
③政治活動の透明性の確保の観点から、政治団体の活動内容を国民の監視下におくということは政治資
金規正法の立法趣旨にもかなうものである。
④事務上の支障を考慮しても、長期間にわたって収支報告書を公表することで得られる利益は大きく、か
つ、法解釈の変更によって容易に達成できる事項である。
⑤都道府県の判断で可能な限り公表しておけるよう、制限（法解釈上の取扱い）を撤廃されたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６　【国土交通省】
（11）河川法（昭39法167）
（ⅱ）二級河川における河川整備基本方針又は河川整備計画を定め、又は変更しようとする場
合の国土交通大臣への同意を要する協議（79条２項）については、当該協議の迅速化を図る
ため、技術的知見、先行事例等の情報提供を継続的に行うなど、国と地方公共団体の連携強
化を図る。

【国土交通省】河川整備基本方針等の同意等に係る協議の迅速化に
ついて（平成27年3月12日付け国土交通省水管理・国土保全局河川
計画課河川計画調整室長事務連絡）
【国土交通省】河川整備基本方針等の作成にあたって参考となる先行
事例等について（平成27年3月12日付け国土交通省水管理・国土保全
局河川計画課河川計画調整室課長補佐事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_329

６　【国土交通省】
（１）建築基準法（昭25法201）
（ⅵ）住居系の用途地域における自校分と併せて他校分の給食を作る場合の学校給食共同調
理場の建築については、特定行政庁が許可（48条１項から７項）をするに当たって積極的な対
応を行うことができるよう、先進的な事例に関して、地方公共団体に情報提供を行う。

【国土交通省】学校給食共同調理場に係る建築基準法第48 条の規定
に基づく許可の事例について（技術的助言）（平成27年12月4日付け国
土交通省住宅局市街地建築課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_330

６【総務省】
（５）公職選挙法（昭25法100）
市町村の議会の議員又は長の選挙及び当選の効力に係る争訟手続（202条、203条、206条
及び207条）については、市町村選挙管理委員会の決定に不服のある者が、直ちに市町村選
挙管理委員会を被告として訴訟を提起できることとすることについて検討し、その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

－ － － － － －
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H26 333 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 群馬県 農林水産省
（林野庁）

A　権限
移譲

森林法第25条、第26条 保安林の指定・解除の一
部移譲

既開設道路の曲線修正や法面保護工事のような比較的
軽微な改良工事については、県民の利便性向上につな
げるため、保安林の解除に係る権限を知事に移譲すべ
き。

①地方分権改革推進委員会第1次勧告で都道府県への移譲で取り上げられた重要流域の民有林の保安
林の指定・解除の権限については、土地利用（開発・保全）の権限のほとんどが地方に移管される中、未
だに国に残っている。
②保安林区域内においては、幅員4m以下の林道等については、工事等を行う場合、「作業許可」として
知事が処理できる。一方、幅員4ｍを超える道路については、曲線改良や法面保護等の小規模な工事で
あっても、重要流域であることをもって国（林野庁）による保安林解除が必要となっている。こうした工事は、
現に作業許可で実施している内容（規模）と大差なく、県で処理することにより、工期の短縮等が図られ、
県民の利便性向上につながる。
③下流域への影響を考えた場合、幅員や道路の属性による差異は関係なく、（解除する総）面積の方がよ
り重要な要素である。
④農林水産省は、第４３回地方分権改革推進委員会において、国民の生命・財産の保全及び地球温暖
化対策における国の責任の観点から直接執行が必要とする資料を提出しているが、公益上の理由のうち
既開設道路の改良工事に係るものなどに限定した場合には、そうした懸念は当たらない。
⑤本県では、世界遺産に登録された資産に向かう道路が地滑りのため通行できなくなっており、本格的な
復旧工事を行うためには保安林解除が必要であるが、手続に時間がかかれば、資産へのアクセスが支障
を来すことになる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 334 07_産業振
興

都道府県 群馬県 経済産業省 A　権限
移譲

商工会議所法第27条、第28条、
第46条第2項第1号、2号、4号及
び第4項、第59条第1項第1号、2
号、第2項及び第4項

商工会議所に係る経済
産業大臣の許認可権限
の都道府県への移譲

事務の効率化や地域の商工関係団体に対する事務の
一元化を進めるため、商工会議所に対する認可や取り消
し等の権限を、都道府県等に移譲すべき。

①商工会については、認可や取り消し等を含め都道府県等がすべての指導監督を行っている。一方、商
工会議所については、認可や取り消し等を除く日常の指導監督を都道府県等が行っているが、いずれ
も、地域において商工業の発展に向けて活動する団体に変わりはない。
②第19回地方分権改革推進委員会において、経済産業省から、「商工会議所は世界各国に存在し、輸
出品の原産地証明など国境を越えた事業への支援活動を行っており、国際的な信用を維持するために
国が指導・監督について一定の権限を保持」する必要があるとの回答がされているが、そのことのみをもっ
て、一部の権限のみを国に残すことに具体的なメリットは不明である。
③少なくとも希望する団体に対しては、手挙げ方式により権限移譲が可能となるようにするなど、地域の実
情に応じた処理ができるようにすべき（ただし、該当商工会議所の了解が要）。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 335 05_教育・文
化

都道府県 群馬県 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

地方教育行政の組織及び運営
に関する法律第30条及び32条
博物館法第19条
図書館法第13条

博物館・図書館の設置・
運営主体を教育委員会
から首長部局へ移管する
ことを可能とする規制緩
和

全国一律で教育委員会が所管することを定めることなく、
条例で所管部局を決定できるように制度改正すべき。

【支障事例】
文化振興を図る観点から、博物館及び美術館を知事部局において処理しているが、博物館法等の規定
があるため、やむを得ず事務委任や事務補助執行で対応している。このため、本来知事の責任の下、事
務を行いたいところ、制度上は、当該事務の執行に対する知事に権限がなく、知事部局の補助職員（部
長）が、教育委員会の指揮命令の下事務を行なわざるを得ないといった問題がある。
【制度改正の必要性】
公立の博物館・図書館は、博物館法・図書館法等において、社会教育を行う施設として教育委員会が所
管することが規定されているが、昨今では、社会教育の視点にとどまらず、文化振興や観光振興などの目
的も兼ね備えた施設として位置づけられ、地域資源として効果的に活用を図る取り組みが進められてい
る。こうしたことから、法律により全国一律で教育委員会が所管することを定める必要性は薄れている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 336 10_運輸・交
通

一般市 山武市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

地域公共交通確保維持改善事
業費補助金交付要綱別表６、ロ

地域公共交通確保維持
改善事業費補助制度の
改善

地域公共交通確保維持改善事業費補助金制度につい
て、現在、地域間幹線系統に接続している地域内フィー
ダー系統であれば、仮に今後、地域間幹線系統が廃線
となった場合であっても、従前の補助対象人口を国庫補
助上限額の算定に使えるよう制度を見直していただきた
い。

地域公共交通確保維持改善事業費補助金の現行制度では、複数の自治体間を結ぶ地域間幹線系統に
接続する地域内フィーダー系統でなければ、市内全域を交通不便地域とし、市内全人口を補助対象数と
することができないこととされている【地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以下要綱とい
う。）、別表６、ロ、①・②】が、仮に民間バス路線等の廃止等により地域間幹線系統が無くなった場合、補
助額算定の基礎となる補助対象人口が大幅に減少し、現状でも苦しい地域内フィーダー系統の維持がさ
らに困難になる。
地域間幹線系統が廃線となった場合であっても、交通空白地域等における公共交通の確保維持のため、
地域内フィーダー系統については維持していかなければならない。この場合において、交通不便地域だ
けを対象人口として算定するのは不合理ではないかと考えるため、地域間幹線系統が廃線となった場合
についても、他の地域間交通ネットワーク（鉄軌道路線等）に接続する地域内フィーダー系統について
は、従前の補助対象人口を国庫補助上限額の算定【要綱別表７、５】に使えるよう見直していただきたい。
（補助額算定の基礎となる対象人口の考え方は別添参照）
現状、山武市地域公共交通活性化協議会で実施している公共交通は、幸いにも地域間幹線系統に接続
する地域内フィーダー系統であるため、対象人口は市内全域56,089人（平成22年実施の国勢調査時人
口）であるが、今後もし地域間幹線系統が市内に無くなった場合、運輸局長指定交通不便地域のみが対
象人口となる。この場合の想定される対象人口は14,190人である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

４　【農林水産省】
（３）森林法（昭26法249）
（ⅰ）保安林の指定・解除については、一の都道府県内で完結する一級水系内の一級河川の
全区間の都道府県への移譲が行われた場合に加え、一級河川を擁さない重要流域において
は、当該流域の全ての県から要請があるときに、国と当該流域の県が協議を行い、協議が整っ
た場合、重要流域の指定を外すことにより、当該流域の保安林の指定・解除の権限を都道府
県に移譲する。協議に際しては、関係する市町村の意見を十分に聴取するとともに、近年の集
中豪雨等による山地災害が多発している状況も踏まえ、法25条１項１号から３号までに掲げる
保安林の指定の趣旨に鑑み、権限移譲後においても保安林の適正配備がなされるよう留意
する。

４【経済産業省】
（２）商工会議所法（昭28法143）
商工会議所に係る設立の認可、定款変更の認可等の事務・権限については、関係団体の意
見及び地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に
関する法律（平26法51）38条の施行状況等を踏まえつつ、実施主体の在り方について平成27
年中に検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

６【文部科学省】
（２）地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭31法162）
図書館・博物館の設置・管理の所管部局（23条12号及び32条）を地方公共団体の判断により
決定することができる制度については、法制度上の課題等を精査し、その実現方策について
検討の上、必要な措置を講ずる。

＜平30＞
６【文部科学省】
（６）社会教育法（昭24法207）、図書館法（昭25法118）、博物館法（昭26
法285）及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭31法162）
公立社会教育施設については、社会教育の適切な実施の確保に関す
る一定の担保措置を講じた上で、地方公共団体の判断で条例により地
方公共団体の長が所管することを可能とする。

公立社会教育施設（博物館、図書館、公民館
等）について、地方公共団体の判断により、教
育委員会から首長部局へ移管することを可能
とした。

【文部科学省】
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関
係法律の整備に関する法律による社会教育関係法律等の改正につい
て(令和元年６月７日付け文部科学省総合教育政策局長通知)

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_335

文部科学省総合教育政策局地域学
習推進課

－ － － － － －
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H26 337 09_土木・建
築

中核市 尼崎市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

社会資本整備総合交付金交付
要綱第６ 交付対象事業

社会資本整備総合交付
金における補助要件の
緩和

・防災・安全交付金における補助要件の緩和
平成２４年度補正予算において防災・安全交付金が創設
され、個別事業分野にとらわれずに地方自らが計画する
インフラの老朽化対策や、事前防災・減災対策や、生活
空間の安全確保のための整備が可能となっている。しか
しながら同交付金についても、従前からある社会資本整
備総合交付金と同様、従来の補助要件に該当する事業
を基幹事業として位置づけ、関連事業や効果促進事業
の実施が可能という制度となっている。
このため、地域の安全防災の確保に必要不可欠な事業
であっても、基幹事業に該当する事業が無い場合は交
付金事業として実施することができない状況にあるため、
補助要件における「基幹事業の必置」という条件を緩和
し、従来の補助要件にとらわれずに活用が可能な交付金
となるよう、要件の緩和をお願いする。

本市は大阪平野の西部にあり、丘一つない平坦な土地で、市域の約３０％にあたる地域が平均満潮位以
下の低地盤のため、南部臨海地域における雨水排水には、専用の排水ポンプ（抽水場）を活用しなけれ
ば海域へ排水ができない状況にある。また、市内には総延長約２０９ｋｍに渡る水路が縦横に走り、雨水排
水において重要な役割を担っているが老朽化が進み、また、地震・津波への対策も十分ではない。
上記施設は、本市特有の性質によるところが大きいため、今までの全国画一的な補助事業には馴染ま
ず、単独事業として整備更新を実施してきたところである。
一方国におかれては、平成24年度補正予算において地域の主体性を尊重した「防災・安全交付金」制度
を創設していただいたところである。しかしながら、社会資本整備総合交付金要綱第6において、「基幹事
業のうちいずれか一以上を含むものとする。」と定められているため、防災安全面において重きをなす施設
である抽水場や水路の老朽化・地震津波対策について、防災・安全交付金を活用することができない状
態である。
こうした実態を踏まえ、地方が臨む防災・安全対策へ活用できる交付金制度となるよう、交付要綱における
要件の緩和を求めるものである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 338 03_医療・福
祉

中核市 尼崎市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

・地方改善事業費（隣保館運営
費等）補助金交付要綱
・地方改善施設整備費(隣保館
等施設整備費)補助金交付要綱
・隣保館に指定管理者制度を導
入した場合の補助金の取扱い
について(厚生労働省課長補佐
通知)

地方改善事業費（隣保館
運営費等）補助金交付要
綱及び地方改善施設整
備費(隣保館等施設整備
費)補助金交付要綱にお
ける補助要件の緩和

隣保館に指定管理者制度を導入した場合、現行では国
の「地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金」及び「地
方改善施設整備費(隣保館等施設整備費)補助金」の交
付対象外になるとされているが、施設の役割や事業等は
直営時と変わりないため、指定管理者制度の導入後も引
き続き補助金の交付対象となるよう、特段のご配慮をお
願いしたい。

現在、本市の隣保館(総合センター)においては、これまで実施してきた隣保事業や、同和問題をはじめと
するあらゆる人権問題啓発への取り組みをさらに発展させ、隣保事業も実施する全市的、総合的な人権
尊重意識の普及高揚を図るための開かれたコミュニティ施設として、より効果的・効率的に運営するため、
民間活力の導入(指定管理者制度の導入)に向けた取り組みを進めている。
しかしながら、「隣保館に指定管理者制度を導入した場合の補助金の取扱いについて(厚生労働省課長
補佐通知)」によると、指定管理者制度を導入した場合、現行制度では、施設の役割や事業等が同じでも
当該補助金の交付対象外となる。
指定管理者制度を導入したとしても、当該施設の役割が直営時と変わるわけではない。更なるサービスの
向上と効率的な運営と管理運営経費の節減を両立させる取り組みである指定管理者制度導入を促進する
ため、「地方改善事業費（隣保館運営費等）補助金」及び「地方改善施設整備費(隣保館等施設整備費)
補助金」の補助要件の緩和をお願いする。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 339 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 北上市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市公園法施行令第十四条第
三号

都市公園にかかる占有
期間の設定の条例委任

都市公園法施行令第十四条第三号の「第十二条第十号
に掲げるものについては、六月」の規定を、「第十二条第
十号に定めるものについては、地方公共団体が条例で
定める期間」に改める等、法律が定める10年以内の期間
を条例により設定できるよう改正されたい。

【制度改正の必要性】
市の事務においては、自治会の自主防災用の看板、倉庫など地域住民が利用する施設や地区スポーツ
団体の用具庫等は、法第七条第六号の物件として令第十四条第四号の適用を行っているが、地緑団体
や地区スポーツ団体にとっては、１年に４度申請手続きを行う事務的な負担感は強く、事前相談は多数あ
るものの、実際の制度利用は低調となっている。本市では現在、街区公園等周辺住民の利用頻度が特に
高い公園について、より地緑団体や地区スポーツ団体の利用を円滑ならしめるよう都市公園条例の改正
を検討しているが、改正により条例で定める物件として規定した上であっても、第十四条第三号の適用に
より許可期間は六カ月以内と短期であるため、これまでと同じ理由で制度利用が進まないおそれがある。

【制度改正の効果】
改正がされた場合、多様な施設や構造物に対し、公園管理者の判断により10年以内の適切な期間につ
いて占用許可を出すことができると考えられるが、そればかりではなく、公園の利用者と相対し、利用方法
や利用者の実情を把握し得る立場にある地方公共団体が直接条例で定めることにより、公園の多様な利
活用が促進されるものと考える。さらに、この制度は、おそらく全国的にもあまり活用されていないと考えら
れることから、改正によって地方の特色や実情に応じて大いに制度活用がされる可能性があるものと考え
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 340 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 北上市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市公園法第16条 都市公園の保存規定の
弾力化

都市公園法第十六条各号の規定に第四号を加え、「四
地方公共団体の設置に係る都市公園にあっては当該地
方公共団体の条例に定める場合」とする等、条例により
設定できるよう改正されたい。

【制度改正の必要性】
現行制度においては、供用済の都市公園を全部又は一部廃止する場合、第十六条により廃止が制限さ
れている。このため市街地周辺や郊外部に開発行為による設置緑地を含め、老朽化し、または利用が低
調な小公園が多数存在し、地緑団体や地域住民に活用されていないばかりか、犯罪や不法投棄、野焼き
による火災、不法占用、景観悪化、災害時の防減災機能を発揮しない等の懸念もある。本市は緩やかな
がら人口が減少しており、こうした懸念は今後一層増すものと考えられる。なお、本市都市公園数は平成
26年７月現在125箇所・約125ha。このうち、約24％（箇所ベース）が供用後30年以上経過。10年後は約４
割が供用後30年を経過する見通し。平成26年７月現在0.1ha以下の狭小公園は約43％（箇所ベース）。制
度が改正された場合、老朽化、または利用が低調な都市公園を供用廃止することにより、用地の広範な有
効利用が可能となり、市街地環境が好転することが期待される。

【現行制度で対応困難な理由】
本市においても都市公園の廃止を現行法制度下で行っているが、法第十六条第一号「都市公園の区域
内において（中略）都市計画事業が施行される場合その他公益上特別の必要がある場合」における「公益
上特別の必要がある場合」については、都市公園法運用指針（Ｈ24）によって、「その区域を都市公園の
用に供しておくよりも、他の施設のために利用することの方が公益上より重要と判断される場合」とされてお
り、他の公共事業が施行される場合に限定されているため、本市が意図する都市公園の廃止については
対応していない。このため、市街地整備などに伴い近隣に同規模以上の公園を供用し、法第十六条第二
号を適用させない限り、老朽化・機能劣化した公園を廃止できない状況である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

－ － － － － －

６　【国土交通省】
（７）都市公園法（昭31法79）
（ⅳ）地方公共団体が条例で定める仮設の物件又は施設（施行令12条10号）に係る占用期間
（施行令14条３号）の区分については、制度の運用実態や地方公共団体の意向を調査し、そ
の結果等を踏まえ、見直しを検討し、平成27年中に結論を得る。

６　【国土交通省】
（７）都市公園法（昭31法79）
（ⅰ）公園管理者である地方公共団体が、都市の集約化等の地域の実情に応じ、都市公園を
廃止することが都市公園を存続させることと比較し公益上より重要であると、客観性を確保しつ
つ慎重に判断した場合については、都市公園の廃止に係る「公益上特別の必要がある場合」
（16条１号）に該当し廃止できることを明確化し、地方公共団体に通知する。

【国土交通省】太陽電池発電施設の都市公園占用の取扱い及び都市
公園の保存規定の取扱いについて（平成28年8月3日付け国土交通省
都市局公園緑地・景観課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_340
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H26 341 11_その他 都道府県 奈良県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

「厚生労働省所管一般会計補
助金等に係る財産処分承認基
準」第３の１（１）

水道資産の有効活用の
ための有償譲渡に係る国
庫補助金返還免除

地方公共団体が補助対象財産を処分する場合、有償譲
渡については国庫納付に関する条件を付さずに承認す
ることができず、国庫補助金の返還が免除されないとこ
ろ、水道資産の有効活用のため、国庫補助金の返還免
除を有償譲渡についても適用できるようにする。

【現状】
奈良県では平成23年12月に「県域水道ビジョン」を策定し、県営水道と市町村水道が共同して水道資産
（施設、人材、財務、技術力）の最適化を図る「県域水道ファシリティマネジメント」に取り組んでいるところ。
水需要の減少により、利用が見込めなくなった県営水道の保有している水道水源を、県営水道供給エリア
外で水道水源が不足している市町村水道に有償譲渡して、県域水道全体で有効活用の検討を行ってい
る。
【支障事例】
運営主体が異なるのみで、譲渡後も同じ水道目的に使われるにもかかわらず、「厚生労働省所管一般会
計補助金等に係る財産処分承認基準」から、県営水道の水源確保を目的とした国庫補助金の返還が必
要となっている。このため、水利権を譲渡する県営水道は、譲渡先の市町村に対し返還する国庫補助金
相当額を請求することになり、市町村は新たに国庫補助金の申請手続きが必要になる。
【改正の必要性】
県営水道が水源の不足する市町村に有償で水利権を分轄譲渡しても、国や県に返還額を支払うのみで、
不当利得は一切ないことから、「国庫納付を求めない財産処分」に相当すると考える。県営水道の水源確
保を目的とする国庫補助金の返還が不要であれば、県営水道から水利権の譲渡先である市町村に対し
国庫補助金返還相当額の請求は不要であり、市町村も国庫補助金申請の必要がなくなることから、財産
処分に係る手続きの簡素化となる。この規制緩和が実現することにより、人口減少社会に直面する水道事
業の抜本的構築に向けて、水道資産の最適化をスムーズに進めることが可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 342 06_環境・衛
生

都道府県 香川県 厚生労働省 A　権限
移譲

栄養士法第１条第２項、第２条
第３項、第３条の２第２項、第４条
第３項・第４項、第５条第２項・第
４項

管理栄養士免許の免許
者を、厚生労働大臣から
各都道府県知事とする。

管理栄養士の免許は、管理栄養士国家試験に合格した
者に対して、厚生労働大臣が与える（栄養士法第２条第
３項）が、都道府県知事が免許を与えることとする。
これに伴い、免許事項を登録する管理栄養士名簿につ
いても、現在厚生労働省に備えている（同法第３条の２第
２項）が、都道府県に備えることとするなど、栄養士免許と
同様の規定とする。

管理栄養士免許の免許者は厚生労働大臣であるが（栄養士法第２条第３項）、その名簿の登録、訂正、
抹消に係る申請や免許証の交付は、都道府県知事を経由して行われる（同法施行令第１条第２項等）。
現在、県で当該免許に係る申請を受けた後、（申請書等を国に進達し、国から免許証の送付を受けて、）
当該申請者に免許証を交付するまで、２～３箇月の期間を要している。
他方、同じく栄養士法に基づく免許である栄養士免許については、免許者が都道府県知事であり（栄養
士法第２条第１項）、申請から交付まで、大半が１週間程度で完結している。
免許者を、厚生労働大臣から都道府県知事に変更することにより、申請から交付までの期間を短縮するこ
とが可能となり、住民サービスの向上を図ることができる。
都道府県で、管理栄養士免許に係る名簿の登録や免許証の交付に係る事務が増えることになるが、既に
行っている栄養士免許のそれと共通する部分が多く、その実施は可能である。
また、管理栄養士国家試験に合格した者に対して都道府県知事が免許を与えるのであれば、地域によっ
て免許取得の難易度が変わるといった弊害は起こらない。
（なお、栄養士免許は、厚生労働大臣の指定した養成施設において２年以上必要な知識及び技能を修得
した者に対して交付する。（栄養士法第２条第１項））

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 344 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 合志市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法　第３４条 市街化調整区域におけ
る開発許可基準の緩和
（公共施設跡地利用）

市街化調整区域は市街化を抑制する区域であり、市街
化調整区域において行うことの出来る開発行為は制限さ
れている。
合併した自治体が持つ公共施設においては統廃合等の
検討を行っている自治体も多く、また、本市においては、
市街化調整区域にも多くの公共施設が建築されいる。
しかし、公共施設においては開発許可不要として建築さ
れた施設が数多く存在し、市街化調整区域内で見直さ
れた施設においては多くの制限があり有効利用が困難
な状況であるため、公共施設跡地の有効利用に関して
制限等の緩和をお願いしたい。

【制度改正の必要性】
本市は平成18年2月27日に旧合志町と旧西合志町が市町村合併し誕生したが、合併前にそれぞれで、
整備した庁舎、文化施設、体育施設等、多様な用途の重複する公共施設が多く存在する。
公共施設の維持管理に要する費用負担は、今後の財政運営における大きな課題の一つであり、将来的
な、社会情勢やニーズの変化によっては、統廃合等の措置が必要となる。
しかし、現在、本市面積の約9割を占める市街化調整区域内に立地する公共施設については、都市計画
法第34条の規定により開発が制限されることから、現在の要件では、民間事業者へ売買などを行う際に支
障があり多くの土地が市の遊休財産となることが想定されるため。
【都市計画法第３４条の改正（案）】
「ただし、普通地方公共団体が相当期間保有し適切に維持管理された公共施設等の跡地利用について
は、地域の振興と活性化に寄与し周辺の市街化を促進しない行為である場合にあってはこの限りではな
い。」

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 345 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 合志市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法　第３４条 市街化調整区域におけ
る開発許可基準の緩和
（市町村の財政的自立に
資する開発）

市街化調整区域は市街化を抑制する区域であり、市街
化調整区域において行うことの出来る開発行為は制限さ
れていることから、地方自治体による創造的なまちづくり
に支障を来している。
そのため、市街化調整区域内の開発要件について、一
部規制緩和を行うことにより、土地利用についての自由
度を高め、新たな雇用の場の創出による、地域経済の活
性化を図りたい。

【制度改正の必要性】
本市は、政令市である熊本市に隣接しており、都市計画法上の熊本都市計画区域内に位置している。
市域の約９割は市街化が抑制されている市街化調整区域であることから、市南部の熊本市に隣接する約
１割の市街化区域に人口が集中し、地域バランスを欠く状況。また、人口については、年々増加している
状況であるが、個人市民税等の税収増加は緩やかであり、一部地域に集中した人口増加に対応するため
の、道路、上下水道、学校、保育所等のインフラ整備に必要な財源の確保が喫緊の課題となっている。
そのため、本市では、企業誘致、６次産業化の促進、産学金官連携促進等、新たな雇用創出による市財
政基盤強化への様々な取り組みを行っている。
しかし、本市の市街化区域においては余剰地が殆ど無く、約９割を占める、市街化調整区域内において
は、開発行為が制限されることから、新たな企業誘致に伴う事務所・工場の設置や６次産業化に必要な農
産物の加工場の設置等について土地利用の観点で支障を来している。
そのため、都市計画法第３４条による市街化調整区域内の開発許可要件を一部緩和し、各自治体の創意
工夫によるまちづくりを促進すべきと考える。
【都市計画法第３４条の改正（案）】
 新たな要件見直しとして「市町村の財政的自立に資する、開発であり、かつ、周辺地域における市街化を
促進する恐れがなく、市町村長と都道府県知事が協議のうえ認めたもの」について市街化調整区域内の
開発を認めるものとする。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 346 05_教育・文
化

中核市 大分市 文部科学省 A　権限
移譲

地方教育行政の組織及び運営
に関する法律第37条及び第41
条
公立義務教育諸学校の学級編
制及び教職員定数の標準に関
する法律第３条
市町村立学校職員給与負担法
第１条

県費負担教職員の人事
権等の移譲

・都道府県教育委員会に属する、県費負担教職員の任
命権を中核市教育委員会に移譲する。
・都道府県が定めるように規定されている学級編制基準
及び県費負担教職員の定数決定権を中核市に移譲す
る。
・都道府県の負担としている市町村立小中学校の職員の
給与等を中核市の負担とする。
（参考）
指定都市については、第４次一括法により移譲済み

【支障事例】
市町村にとって、県費負担教職員は市町村の職員であるものの、その任命権は都道府県にあるため、所
属市町村への帰属意識が乏しい面がある。また、中核市独自の教職員研修を実施しても、養成した教職
員が他市町村に異動することが多く、費用対効果の面でも課題がある。
学級編制について、法的には各市町村の判断により柔軟な編制が可能となっているが、教職員配当など
の定数決定権がない。
【制度改正の必要性】
教育の責任を負う市町村が、学校設置者として、より主体性を発揮し、創意工夫した特色ある教育を行うた
めには、地域に根ざした意識をもつ優秀な教職員の確保が必要である。
定数決定権が、給与・手当等の決定権限及びその財源を伴い移譲されることにより、学校の実情に応じた
定数措置や少人数学級の編制など、児童生徒一人一人に対するきめ細かな指導の充実が可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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５【文部科学省】
（２）市町村立学校職員給与負担法（昭23法135）、義務教育費国庫負担法（昭27法303）、地
方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭31法162）、公立義務教育諸学校の学級編制
及び教職員定数の標準に関する法律（昭33法116）
県費負担教職員の給与等の負担（市町村立学校職員給与負担法１条）、都道府県教育委員
会の県費負担教職員の任命権（地方教育行政の組織及び運営に関する法律37条１項）、県
費負担教職員に係る定数の決定（地方教育行政の組織及び運営に関する法律41条１項及び
２項）及び学級編制基準の決定（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に
関する法律３条２項）については、県費負担教職員の任命権に係る条例による事務処理特例
制度（地方教育行政の組織及び運営に関する法律55条１項）の運用状況を踏まえつつ、広域
での人事調整の仕組みにも配慮した上で、中核市等に権限を移譲する方向で検討を行い、
小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、結論が得られたものから順次実施する。
また、条例による事務処理特例制度のより一層の活用を図るため、当該制度による人事権の
移譲を希望する中核市等については、平成27年度以降、関係する都道府県や市町村との協
議の場を設けるなど、合意形成に向けた支援を行うことを、関係団体に速やかに通知する。



185 / 528 ページ

年別
管理
番号

関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容分野
提案団体
の属性

提案
団体

年

H26 348 03_医療・福
祉

中核市 大分市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

国民健康保険法第８条 資格喪失した被保険者
の受診に伴う過誤調整手
続の簡素化・迅速化

資格を喪失した被保険者の受診に伴う過誤調整につい
て、被保険者を介さず保険者間において直接処理できる
よう措置を講じること。

【支障事例】
国保加入者（被保険者）が資格喪失（就職や扶養等）後に誤って国保を利用して受診した場合、その期間
に市町村国保から支払われた給付費（保険者負担分）は、一旦全額を当該被保険者から市町村国保が
徴収し、そののち新保険者（社保等）から相当額が被保険者に対して支払われることとなっている。しか
し、その給付費が特に高額に及ぶ場合、被保険者からの徴収が不調を来すケースが多い。
【懸念の解消策】
このように、現行では当該被保険者との間で事務手続き（連絡調整及び徴収）が必要であるが、本提案が
実現し保険者間での調整が可能となれば、当該被保険者にとっては負担が軽減され、市町村国保にとっ
ては確実な徴収が可能となる。さらに被保険者との手続きが省略されることにより、事務の簡素化・迅速化
が図られるとともに資格の適正化を期することができる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 349 06_環境・衛
生

都道府県 徳島県、京都
府、和歌山県

厚生労働省 A　権限
移譲

食鳥処理の事業の規制及び食
鳥検査に関する法律第２１条

指定検査機関（食鳥検査
法の指定検査機関）の指
定等の権限移譲

食鳥の指定検査機関の指定・監督の権限を都道府県に
移譲する

食鳥検査は、都道府県知事もしくは厚生労働大臣が指定した指定検査機関が実施する。本県では、指定
検査機関に検査を委託しており、監督上必要な命令は国が実施している。本権限の移譲により、知事が
指定検査機関への命令を直接実施することが出来、食鳥肉等に起因する衛生上の危害が発生した場合
などに迅速な対応が可能となる。
特に、食鳥検査の指定検査機関として、本県では獣医師会となっておりますが、地方公共団体の獣医師
不足もあり、県との連携は益々強化する必要性があること、また、食鳥検査は、都道府県の（特に本県のよ
うな農業県では）基幹産業である農畜産業の振興と大きくリンクするものであり、その点でも、都道府県全
体の農政・産業振興を推進する都道府県において実施することが妥当である。

なお、「事務・権限の移譲等の見直し方針」（２５年１２月２０日閣議決定）において「都道府県、保健所設置
市及び特別区への移譲について検討を進める」とされておりますところ、その早期の具体化を求めるもの。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 347 02_農業・農
地

中核市 大分市 農林水産省 A　権限
移譲

農地法第４条、第５条 農地転用に関する知事・
農林水産大臣の許可権
限の市町村への移譲

農地転用に関する知事・農林水産大臣の許可権限を市
町村へ移譲すること

【提案事項】
農地転用に関する知事・農林水産大臣の許可権限の市町村への移譲
【支障事例】
農地転用許可にあたっては、申請を市町村農業委員会が受理し、十分な審査ののち意見を付して都道
府県知事に送付しているにも関わらず、知事は形式的に都道府県農業会議への諮問を行う。市町村は地
域の実情を把握しており、自ら十分に適切な判断ができるにも関わらず、こうした事務処理は多大な時間
や手間を要し、迅速な事務処理を妨げるとともに、総合的なまちづくりを進めていく上での支障となってい
る。
【制度改正の必要性】
農地転用許可は、農用地区域の設定とともに、優良農地を守る制度であると同時に、土地利用行政の一
角を占める制度である。都市、農村、山村にわたる一体的な地域づくりのためには、本来、土地利用行政
は基礎自治体である市町村が総合的に担い、地域における最適な土地利用の実現を図るべきである。本
提案は、「都道府県農業会議への諮問の廃止」と併せて移譲されることにより事務の簡素化・迅速化に寄
与するとともに、地域の実情に即した農地を含めた総合的な土地利用行政が基礎自治体の主体的判断と
責任において実施することを可能とするものと考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６【厚生労働省】
（７）国民健康保険法（昭33法192）
資格を喪失した被保険者の受診に伴う過誤調整について、被保険者から旧保険者に対し療
養費の受領について委任を行うことで、現保険者から旧保険者に直接支払う事務処理の普及
を図る。その上で、被保険者資格のオンライン確認により過誤を減少させるための仕組み等、
保険者の事務負担の更なる軽減に繋がる方策を検討し、必要な措置を講ずる。

＜令元＞
５【厚生労働省】
（３）健康保険法（大11法70）、船員保険法（昭14法73）、私立学校教職
員共済法（昭28法245）、国家公務員共済組合法（昭33法128）、国民健
康保険法（昭33法192）、地方公務員等共済組合法（昭37法152）及び
高齢者の医療の確保に関する法律（昭57法80）
被保険者資格喪失後の受診に伴う過誤を減少させるための仕組みに
ついては、医療保険事務の効率化や患者の利便性の向上等を図るた
め、診療時における確実な本人確認と保険資格確認を可能とし、令和３
年３月から本格運用を開始する。

令和３年10月にオンライン資格確認等システ
ムの本格運用を開始し、医療機関・薬局の窓
口でマイナンバーカードを使って本人確認を
行った上で直ちに被保険者資格の確認がで
きるようになった。
また、当該システムの機能の一つとして、レセ
プト（診療報酬請求書等）の請求先の保険者
等が誤っていた場合には、審査支払機関の
職権により補正して正しい保険者等に送付す
ること（レセプト振替）が可能となった。

【厚生労働省】「オンライン資格確認」のレセプト振替・分割機能の導入
について（令和３年９月27日付け厚生労働省保険局医療介護連携政
策課事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_348

厚生労働省保険局医療介護連携政
策課

４【厚生労働省】
（12）食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平２法70）
指定検査機関の指定及び監督については、都道府県、保健所設置市及び特別区に移譲す
ることについて検討を進め、平成27年中に結論を得る。

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 350 07_産業振
興

都道府県 徳島県・京都府・
大阪府・兵庫県・
鳥取県

内閣官房、
内閣府

B　地方
に対する
規制緩和

総合特別区域基本方針
総合特区推進調整費の使途等
に関する基準について

総合特区推進調整費の
使途等に関する基準の
要件緩和

総合特区推進調整費の使途について縛りを外し、地域
の判断で自由に活用できるものとする。
※事業予算の補完的な役割としてではなく，各総合特区
に枠配分していただき，その中で特区目標実現のための
事業に，弾力的に活用できることとしていただきたい，

【支障事例】
当該調整費の使途については、現行制度では、各省の既存の予算制度を活用した上でなお不足する場
合に補完するものとなっているため、既存の予算制度に基づかない新規の取組に対応できない
関係府省による予算措置の対応方針の検討を待つこととなり、迅速な事業執行ができない
補助用件が既存の補助制度と同様となり、重点化を図るなど独自の財政支援ができない（既存の補助制
度にとらわれない弾力的な財政支援を図ることとしたい趣旨）
複数年の継続的な取組が必要な事業に対応できない
などの隘路が生じている。

【対応策】
総合特区のポイントは、地域の包括的・戦略的なチャレンジを、オーダーメードで財政支援も含め、総合的
に支援するという点にあるにもかかわらず、現状ではせっかく総合特区として区域指定を受けていても、財
政的な支援措置については、まず既存の各省の予算制度の活用により対応をする必要があり、当該制度
の縛りの中で、動いていかなければならない（補助事業であれば、年度毎に交付申請→交付決定→事業
執行→事業報告といった手順を踏む必要がある）し、また各予算制度を継ぎ合わせたパッチワーク的な対
応となっている。
総合特区の事業は１年のみで完結する事業ではないため、総合特区の目標実現に向けて、調整費を複
数年に渡って使えるよう規制緩和することで、地方の実情に応じた柔軟かつ継続性をもった財政支援が行
えることとなる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 351 11_その他 都道府県 徳島県、京都
府、兵庫県、鳥
取県

総務省 A　権限
移譲

無線システム普及支援事業費
等補助金交付要綱第20条

移動通信用鉄塔整備事
業に係る財産処分の届
出の移譲

移動通信用鉄塔施設・設備の財産処分の承認権限を都
道府県に移譲する。

補助金の交付を受けて整備された移動通信用鉄塔について、事業者が利便性向上のための機器更新を
行う場合、処分許可年限未了のものは、財産処分の届出が必要となる。　鉄塔・鉄柱本体は処分制限期
間が４０年と長いため、通信事業者は鉄塔・鉄柱本体を利用して、MOVAからFOMA、LTEへと時代のニー
ズに応じて無線通信設備の機能・エリアの拡張や変更を急速に進めており、その都度、国への届出が必
要となっている状況にある。通信事業者によっては、毎年、何十件も機器更新を行う場合があり、都道府
県を経由して、その都度国への届出が必要となる。
鉄塔に関する機器更新の届出については、権限を都道府県におろすことで、住民の利便性向上やエリア
拡大を迅速かつ効率的に行うことが可能となる。（他の国の補助事業の財産処分の場合とは、処分の性質
を異にする）もちろん、鉄塔本体の処分のような重大な資産の財産処分については、これまでどおり国に
申請が必要とすべきであると考えます。
権限委譲に伴う期間の短縮について、都道府県に権限を委譲することにより、全体で１ヶ月以上の期間か
かっていたものが、約２週間以上の期間短縮が可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 352 06_環境・衛
生

都道府県 徳島県、兵庫県 環境省 B　地方
に対する
規制緩和

鳥獣の保護及び狩猟の適正化
に関する法律第44条第2項

狩猟免許の有効期間の
延長

有害鳥獣、個体数調整捕獲等に従事する者が所有する
狩猟免許の有効期間を地域の判断で設定できる（延長
する）ものとする。

人口減少社会の本格到来により、中山間地域の山林管理が不十分で、鳥獣被害が都市部にまで拡大し
ている。本県の狩猟者登録数は、昭和５３年度から年々減少し、平成２４年度ではピーク時の約１／３と
なっているところ、有害鳥獣対策としての狩猟者の確保は、喫緊の課題である。狩猟免許の有効期限は現
行３年と定められているが、これを有害鳥獣駆除のための人材確保を必要とする地域ニーズに応じて、４
年、５年と延長できるよう、地域において免許期限を延長できるように、法律の縛りを解除し、地域の判断で
設定できることとすること。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 353 03_医療・福
祉

都道府県 徳島県・大阪府・
鳥取県・兵庫県

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

保育対策等促進事業費補助金
交付要綱

病児・病後児保育の補助
要件の設定

現状における病児・病後児保育の補助要件を、地域の
実情に応じて事業実施できるよう、保育士の配置要件を
緩和。

人口減少社会において、特に中山間地域など過疎地域における子育て環境の充実を図るため、保育士
の配置が難しい地域には、「子育て支援員（仮称）」を、地域の判断で、保育士に代えて配置できることと
すべきである。
本県において、本県では、病児病後児保育の全県展開を推進しているが、高齢化の進む地域において、
保育士の確保が困難であるとの状況を、地域の声として承っており、残されたエリアは、山間部であって、
高齢者ばかりの地域に、子育て世代が少数存在するようなエリアである。
ここで保育士の設置を義務付けてしまうと、病児病後児保育自体が成立しえず、そこで、保育士ではなく、
「子育て支援員」に要件緩和することを提案したもの。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 354 03_医療・福
祉

都道府県 徳島県 厚生労働省 A　権限
移譲

健康保険法第65条、第66条、第
68条、第71条、第73条、第78
条、第80条、第81条
国民健康保険法第41条、第45
条の２、高齢者の医療の確保に
関する法律第66条、第72条　等

保険医療機関の指定・指
導権限の移譲

健康保険法及び国民健康保険法に基づく「保険医療機
関の指定・指導権限」について、都道府県への移譲を求
める。

【移譲の必要性】
今後大きな課題となる「2025年」問題への対応として、「社会保障制度改革」の中で、地域で必要な医療の
確保に向けて「地域医療ビジョンの策定」「病床の機能分化」等について、地方分権の観点から、今こそ、
地方が主体的に医療体制のあり方を考える時期を迎えている。こうした状況下において、地方が、その地
域における必要な医療を確保していくためには、医療提供体制の整備について、積極的に関わっていく
システムづくりが必要となる。
このためには、「医療法人の認可・指導監督」、「病院の開設許可等の権限」を有する都道府県において
「保険医療機関の指定・指導権限」を受け、地方において効果的な「医療提供体制の確保」を図ることを目
指す。
【支障事例】
現状において、診療報酬に関する個別指導の実施率が十分ではないとの指摘があり、ガバナンスの効い
た適正な個別指導の実施により、医療費の適正化に向けた動きとなる。
なお、保険医療機関の指定等については、高度な専門知識が必要となるため、保険医療業務に精通した
医師、歯科医師及び専門官等の人材及び事務費にかかる財源を確保する必要がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

４【総務省】
（３）移動通信用鉄塔施設整備事業
財産処分の届出受理権限については、都道府県及び市町村の意見を踏まえ、都道府県に移
譲する方向で、権限移譲の対象とする財産処分の範囲等の検討を進め、平成27年中に結論
を得る。

【総務省】無線システム普及支援事業費等補助金交付要綱の一部改
正について（平成29年3月30日付け総務大臣通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_351

６【環境省】
（５）鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平14法88）
狩猟免許の有効期間（44条２項）については、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の
一部を改正する法律（平26法46）の施行状況を踏まえ、都道府県の意見や安全確保に留意し
つつ、狩猟者確保のための総合的な方策の一環として、その在り方を検討し、必要な措置を
講ずる。

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 355 03_医療・福
祉

都道府県 徳島県・京都府・
大阪府・兵庫県・
鳥取県

厚生労働省 対象外 国民健康保険の事務費負担金
等の交付額等の算定に関する
省令第4条第1項

地方の医療費助成に対
する国保ペナルティの廃
止

地方が、子育て支援のため、現物給付による医療費助成
を行った場合の国民健康保険国庫負担金の減額措置を
廃止する。

人口減少社会からの脱却を図るためには、既成概念にとらわれない分権施策を推進する必要があり、少
子化の改善に向けて、子育て世帯の経済的負担の軽減を図るためには、現物給付による医療費助成に
よって、窓口負担軽減を行っていくことは重要な取組み。全国的にこの取組みを拡大していくために、現
物給付の場合に課せられる国民健康保険国庫負担金の減額措置を廃止する。

－

H26 356 03_医療・福
祉

都道府県 徳島県、京都
府、和歌山県、
鳥取県、兵庫県

厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律に基づく指定障害福祉サービ
スの事業等の人員、設備及び運
営に関する基準第186条、第190
条等
障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律に基づく指定障害福祉サービ
ス等に要する費用の額の算定に
関する基準別表第14の11、第15
の12

施設外就労加算要件に
おける規制緩和

施設外における支援を行う場合の要件を、地域の実情に
応じて、地方が独自に緩和できるようにすること。

【現状】
これからの人口減少社会に対応し、集落を守っていく手法として、本県では、障がい者の自立支援を図り
つつ、地域貢献活動として「高齢者等の見守り活動」を行うといった取組みを進めている。
【制度改正の必要性】
こうした取組みをさらに広げていくためには、より事業者が参画しやすくするため、地方の裁量の範囲を拡
大する必要がある。
現状の施設外就労加算の算定については、人員要件が細かく規定されており、１ユニットにつき、支援員
１名、利用者３名が対象、加えて、施設外就労先との契約が必要となる。これらの縛りを外し、地域が中山
間地域などの実情に応じて、要件を緩和出来るよう制度改革を図る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 357 06_環境・衛
生

都道府県 徳島県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

旅館業法第３条 滞在施設の旅館業法の
許可制の見直し

外国人旅客の滞在に適した施設を賃貸借契約に基づき
一定期間以上使用させ、外国人旅客の滞在に必要な役
務を提供する事業は、旅館業法の許可の対象外とする。

2019年のラグビーワールドカップ、2020年の東京五輪オリンピック・パラリンピックに続き、2021年にはワー
ルドマスターズゲームズ（生涯スポーツの国際大会）が関西一円で開催されることが決定しており、政府も
外国人観光客倍増を打ち出していることから、今後、増加が見込まれる（また、それに向けた各種施策展
開が図られる）外国人誘客に対して、国内における円滑な役務提供のためには、旅館業法の規制緩和が
必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 358 07_産業振
興

都道府県 徳島県、兵庫
県、鳥取県

経済産業省 A　権限
移譲

中小企業による地域産業資源を
活用した事業活動の促進に関
する法律第6条

地域産業資源活用事業
計画の認定権限の都道
府県への移譲

現在、本事業計画は、事業者から、都道府県経由で、経
済産業局に申請、経産局等設置の委員会の評価等を経
て認定される。この事業認定について、地域の実情及び
地域産業資源を熟知している各都道府県（のうち希望す
る都道府県）」に権限を移譲する。

地域産業資源を熟知し、地域の中小企業を間近で支援する各都道府県が認定業務を実施する方が、より
適正・効果的に事業認定することが出来る。また、都道府県が認定権限を持つことで、事業者は身近なと
ころで相談が出来、また都道府県も実情を知る事業者に対して細やかな指導が可能となる。さらに、都道
府県が実施する個別の企業支援と一体的に中小企業者に対応することで、地域産業の活性化に資する
ものと考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 359 06_環境・衛
生

都道府県 茨城県 環境省 B　地方
に対する
規制緩和

浄化槽設置整備事業実施要綱
第３

浄化槽設置整備事業に
係る単独処理浄化槽の
撤去補助要件の撤廃

国では，「浄化槽設置整備事業実施要綱」に基づき，単
独処理浄化槽撤去補助を行っているが，同要綱第３にお
いて，単独処理浄化槽撤去跡地に合併処理浄化槽を設
置する場合及び施工上の制約により撤去跡地以外に合
併処理浄化槽を設置する場合のみ補助対象となってい
る。
このため，「撤去跡地以外に合併処理浄化槽を設置する
場合」も補助対象となるよう補助要件の見直しをしていた
だきたい。

【支障事例】
本県は，湖沼水質保全特別措置法に基づく指定湖沼（霞ヶ浦）を抱え，湖沼水質保全計画を策定して水
質浄化に取り組んでいる。富栄養化防止のためには，高度処理型浄化槽の設置促進，特に，単独処理浄
化槽から合併処理浄化槽（高度処理型浄化槽）への転換が喫緊の課題となっている。
国では，「浄化槽設置整備事業実施要綱」に基づき，単独処理浄化槽撤去補助を行っているが，同要綱
第３において，単独処理浄化槽撤去跡地に合併処理浄化槽を設置する場合及び施工上の制約により撤
去跡地以外に合併処理浄化槽を設置する場合のみ補助対象となっている。
しかし，撤去跡地への合併処理浄化槽の設置は，一定期間トイレ等が使用できず不便であること等の理
由から，本県ではほとんど該当がなく，補助を利用できていない。
こうした状況に鑑み，本県では，個人県民税の超過課税として徴収している「森林湖沼環境税」を活用し，
上記の場合にも県独自の補助を行っているが，財政的に大きな負担となっている。（補助実績は別添のと
おり）
【制度改正による効果】
当該県独自の補助に係る予算を転換促進策の拡充（配管工事費補助等）に充当できれば，より一層の単
独処理浄化槽から合併処理浄化槽（高度処理型浄化槽）への転換促進が見込めるところである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

４【経済産業省】
（15）中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律（平19法39）
（ⅰ）地域産業資源活用事業計画の認定（６条１項）については、国と都道府県の連携強化を
図るため、都道府県に対し、事業実施主体から提出された地域産業資源活用事業計画に係
る情報提供を、原則として経済産業局に事前相談があった段階で行うとともに、各経済産業局
が設置している評価委員会に関係都道府県が構成員として参画し、認定の判断に主体的に
関与できることなどを、平成26年度中に通知する。その上で、都道府県への権限移譲につい
ては、平成29年度までの法施行状況を検証し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（ⅱ）地域産業資源活用事業計画の認定事業者に対する補助（地域産業資源活用支援事業）
については、国と都道府県の連携強化を図るため、都道府県に対し、支援要件等の公募に関
する情報提供を行う。あわせて、都道府県が自ら支援を行う案件を優先的に採択するなどの
措置を講ずる。

－ － 【経済産業省】中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促
進に関する法律に基づく地域産業資源活用事業計画の認定に係る都
道府県との情報共有等について（平成27年2月27日付け中小企業庁
経営支援部創業・新事業促進課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_358

中小企業庁経営支援部創業・新事業
促進課

－ － － － － －
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H26 362 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 広島県 国土交通省 A　権限
移譲

・屋外広告物法第7条，第8条，
第28条
・平成16年12月17日付け国都
公緑第148号　国土交通省都
市・地域整備局長通知「屋外広
告物法の一部改正について」Ⅰ
２．（4）

違反広告物に対する簡
易除却等に係る景観行
政団体への権限移譲

屋外広告物法第28条により屋外広告物事務を行う景観
行政団体である基礎自治体に対して，都道府県の条例
による移譲ではなく，自らの判断と責任で簡易除却等を
実施できるよう制度の見直しを行うとともに，それに応じた
普通交付税等の必要な財源措置を講じること。

【制度改正要望の経緯・必要性】
景観行政団体は景観計画に基づき屋外広告物条例を策定することにより屋外広告物の規制(第3条～5
条、７条・8条)を自ら行うことができる。
一方で，違反広告物に対する処置の法第7条及び第8条に規定されている簡易除却等を行う場合には，
権限を持つ県からの権限移譲を受けて行わなくてはならない。
景観行政団体が景観行政と屋外広告物の規制を一元的に実施する際には，簡易除却等の対応も不可欠
なものであり，これを現行法のように，権限を持つ主体を分離していることは不合理である。
【具体的支障事例】
また、具体的支障事例として、簡易除却等を行う権限を特例条例により県から景観行政団体に移譲してい
るため、県から財源移譲すべきという考えがある一方で、景観行政団体は独自条例を制定済であるため独
自財源で対応すべきという考えがある。このため，県から景観行政団体への財源移譲が困難である。
【課題の解消策】
よって，景観行政団体においても，自らの権限に基づき簡易除却等が行えるように法第7条第2項から第4
項及び第8条において，「条例で定めるところにより」の文言を加えることを求める。また，法律の改正が実
現した際には、これらの事務を行うのに必要となる財源措置をあわせて求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 361 09_土木・建
築

都道府県 茨城県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

・河川法施行規則第11条第2項
・河川法施行令第18条第2項

流水占用許可等の手続
き及び流水占用料等の
徴収の手続きに係る見直
し

流水占用許可等に当たり，治水・利水上の観点からの安
全性のみならず，申請者の経営の健全性を審査対象と
し，占用の目的を安全・確実に実行させるため，都道府
県が有する流水占用許可等の権限に関して，
①河川法施行規則第11条第2項等に定める流水占用許
可等の申請書類に，申請者の「法人登記簿」，「財務諸
表」及び「流水占用料等を納付したことを証する書類」を
追加していただきたい。
②河川法施行令第18条の改正により，許可の附款（解除
条件）として，流水占用料等の納付義務を課することがで
きるようにしていただきたい。

【支障事例】
本県においては，河川法第32条第1項の規定に基づき，条例により，同法第23条等の流水占用許可等を
受けた者に対して流水占用料等の納付義務を課しているところであるが，経営が健全でない法人等が未
納のまま許可等の更新を行う例があり，占用目的が適切に実行されない懸念がある。
（河川流水占用料等の収入未済額：平成25年度　29,927千円）
【制度改正の必要性】
現行の占用許可に当たっては，治水・利水上の観点から許可基準を定めており，許可申請者が許可を受
けた後，占用の目的を安全かつ確実に実行できるかという観点が欠けている。
許可等を受けた者は，公共財産を排他的に使用し，営利を上げることになることから，河川が適正に利用
され，公共の安全が保持されるよう，許可の審査に当たっては，治水・利水上の観点からの安全性のみな
らず，申請者の経営の健全性を確認する必要がある。
【改正案】
①河川法施行規則第11条第2項第7号を第8号とし，第7号として次の条文を追加
「七　法人登記簿，財務諸表及び流水占用料等を納付したことを証する書類」
※現行の第7号「その他参考となるべき事項を記載した図書」で対応可能ではないかとの指摘について
は，同号は，治水・利水上の観点から許可を出すに当たって必要とされる書類を想定していることから，当
該規定で対応するのではなく，明確化することを希望する。
②河川法施行令第18条第2項第3号の次に，第4号として次の条文を追加
「四　法第23条，第24条若しくは第25条の規定による河川管理者たる都道府県知事の許可を得た者が，
都道府県知事から課された流水占用料等を納付しない場合は，都道府県知事は，当該許可を取り消し又
は許可の更新をしないことができること。」

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【支障事例】
国が調製している河川現況台帳の図面には，主に都道府県が提供したデータを基にした河川占用案件し
か記載がなく，堤防の状況（矢板等）や番地などの維持管理に必要な情報が記載されていないため，維
持管理業務には使用できない台帳となっている。
このため，住民問い合わせがあった際には河川現況台帳と住宅地図を照らし合わせて使用しており非効
率的であるほか，点検のデータ集積や修繕更新計画の集積を行う際には，河川現況台帳とは別の台帳を
調製しており，二重の事務となっている。
【制度改正による効果】
実際に管理している者が河川管理台帳を作成することで，より実態にあった台帳となるため，上記支障が
解決し，パトロール等の効率化，効率的・効果的な河川の維持管理につながり，事務量の軽減にもつなが
る。
【懸念の解消策・制度改正による効果】
法律上の河川管理者（国）と河川現況台帳の調製者（都道府県）が異なることへの懸念については，都道
府県が調製した台帳を定期的に国に提供すれば，国側で不便を来たすことはないと考える。
県境をまたがって流れる一級河川について，指定区間ごとに各都道府県が河川現況台帳を調製するため
フォーマットが不統一になるのではないかとの懸念については，各都道府県ごとに維持管理をしているた
めフォーマットが統一されていなくても問題はなく，各都道府県間において定期的な意見交換会を行うこと
で円滑に維持管理できる。
一級河川について指定区間と直轄区間で河川現況台帳の調製者が異なることへの懸念については，都
道府県が調製した河川現況台帳を国へ提供することで，河川の一体的な把握の面からの支障は生じない
と考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

国土交通省 A　権限
移譲

河川法施行令第２条第１項 指定区間内の一級河川
に係る河川現況台帳を調
製する事務・権限の移譲

一級河川の管理は，河川法第9条第2項の規定により，
指定区間外は国土交通大臣，指定区間内は都道府県
知事が行うこととなっているが，河川現況台帳の調製に
ついては，同法施行令第2条第1項の規定により，指定区
間内においても，国土交通大臣が調製することとされて
おり，効率的・効果的な河川の維持・管理に支障を来た
している。
このため，指定区間内における河川現況台帳を調製する
事務・権限を都道府県に移譲していただきたい。なお，
移譲に当たっては，事務に係る財源も併せて移譲してい
ただきたい。

H26 360 09_土木・建
築

都道府県 茨城県
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H26 363 03_医療・福
祉

都道府県 広島県 厚生労働省 A　権限
移譲

麻薬及び向精神薬取締法第3
条

保健所設置市への麻薬
免許事務権限の移譲

麻薬取扱者免許に係る事務権限を保健所設置市へ移
譲し、併せて麻薬取扱者に交付する免許の効力が国内
全域でも有効となるよう制度の見直しを行う。

【制度改正要望の経緯・必要性】麻薬取扱者免許に係る事務が保健所設置市に権限移譲されれば，次の
住民サービス向上が見込まれる。
①本権限移譲により，薬事，医療等の監視指導業務と一体で行うことができるようになり，効率的な業務実
施が可能となる。また，保健所設置市は住民により近い立場で業務を実施することから，麻薬の取扱い等
に係る指導をより綿密に行うことにより，麻薬の不適切な取扱い等から生じる医療事故等の事前防止を図
ることができる。
②保健所設置市の区域内については，現在，保健所設置市を窓口として申請受付・免許交付を行ってい
るため，本権限移譲により，申請書の県への進達及び免許証の保健所設置市への送付等で余分にか
かっている４日程度を短縮できる。
③本権限の移譲により，薬事・医療の許可と当該事務が同時に新規申請された場合，２つの事務を併行し
て行うことができるため，現行制度下（県は，薬事・医療の許可を把握してから当該事務の手続きを開始）
よりも，４日程度短縮できる。
【具体的支障事例】しかし，現行制度のままで移譲された場合，麻薬取扱者に交付する免許は，当該保健
所設置市の管轄区域内のみで有効であることから，特に麻薬取扱者の大部分を占める麻薬施用者につ
いては，当該保健所設置市の管轄区域外の病院へ移った場合，新たに免許交付申請を行わなければな
らず，その結果，手間・手数料という新たな負担が生じ，住民サービスの低下を招くこととなるため，現行制
度のままで保健所設置市へ権限移譲することは困難な状況にある。
【課題の解消策】麻薬取扱者に交付する免許が交付自治体の管轄区域外でも有効となるよう制度の見直
しを求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 364 11_その他 都道府県 広島県 総務省 対象外 地方交付税 町村設置の福祉事務所
に係る経費の特別交付
税から普通交付税への
変更

特別交付税で措置されている福祉事務所設置町村に要
する経費の普通交付税への移行

【具体的支障事例】
特別交付税による措置の場合，留保等により年度末の3月にならないと福祉事務所経費の措置が確定さ
れないため，予見性及び安定的な財政運営に問題がある。
経常的経費である福祉事務所設置費の財源が，特別交付税（臨時的収入）で措置されているため，経常
収支比率が実態を反映したものとならない。
【課題の解消策】
このため、特別交付税で措置されている福祉事務所設置町村に要する経費の普通交付税への移行を求
める。

－

H26 365 03_医療・福
祉

都道府県 広島県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

特別児童扶養手当等の支給に
関する法律第14条
特別児童扶養手当等の支給に
関する法律に基づき都道府県
及び市町村に交付する事務費
に関する政令第１条、第２条
特別児童扶養手当事務取扱交
付金交付要綱第２の２

特別児童扶養手当事務
取扱交付金の交付対象
の拡大

事務委託による方法を，条例移譲による方法に変更でき
るよう，国からの財源（交付金）を県のみでなく条例移譲
した場合の市町へも交付するように変更すること。

【制度改正要望の経緯・必要性】
現在広島県では，全国に先駆けて市町に特別児童扶養手当の受給資格の認定等の事務を委託している
が，本来は特例条例による移譲を検討していた。しかし，国からの財源が交付税ではなく交付金（特別児
童扶養手当事務取扱交付金）であり，交付対象が都道府県に限定されているため，特例条例による移譲
では財源が失われるため，やむを得ず事務委託の手法を採用している。
類似の特別障害者手当等については，福祉事務所を設置している市町に法律で権限移譲されている。
また第４次一括法により政令指定都市に２７年度から特別児童扶養手当の認定等の事務の移譲が予定さ
れている。
このため，政令市以外の基礎自治体に対しても，現在の事務委託ではなく，条例移譲として位置付けを明
確化できるよう提案しているものである。
【課題の解消策】
具体的な変更要望は「特別児童扶養手当事務取扱交付金交付要綱第２　２　市町村に交付する事務費
の額」に「都道府県から特例条例で移譲を受けた都道府県の事務に係る経費」の追加を求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 366 07_産業振
興

都道府県 広島県 経済産業省 A　権限
移譲

工場立地法第４条の２ 工場立地法第４条の２の
緑地面積率等に係る地
域準則の条例制定権限
の町村への移譲

工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則
の条例制定主体への「町村」の追加を行う。

【制度改正要望の経緯・必要性】
工場立地法上の特定工場の新設等の届出に係る基準面積の条例制定については，工場立地法第４条
の２第１項により都道府県が，第２項により基礎自治体である政令指定都市，市は行うことが可能である
が，町村については，法令上，権限がない。
市までは移譲済みであるところ，町村だけを除外する理由に乏しい。また町村の判断による条件の緩和に
より企業誘致につながるメリットもある。
なお，工場立地法の規定により，緑地面積率等に係る地域準則の策定の事務は，「都道府県の条例で定
めることとされている事務」であるため，特例条例による町村への移譲はできない（県の条例でのみ定める
ことができる事務）。
【具体的支障事例】
本県では企業立地促進法の集積区域以外の区域や住宅地や学校のまわりに工場立地法の特定工場が
立地している町村もあり、企業立地促進法による特例も適用できず、町村独自の企業誘致等の取組に支
障がある状況である。
【課題の解消策】
このため、工場立地法第４条の２の緑地面積率等に係る地域準則の条例制定主体への「町村」の追加を
求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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H26 367 07_産業振
興

都道府県 広島県 経済産業省 A　権限
移譲

大規模小売店舗立地法
第３条第２項

大規模小売店舗の新設
等の届出に係る基準面
積等の条例制定権限の
市町村への移譲

大規模小売店舗の新設等の届出に係る基準面積等の
条例制定を基礎自治体が行えるよう制度の見直しを行
う。

【制度改正要望の経緯・必要性】
新設等の届出は，本県では各市町に特例条例で移譲済である。市町が基準面積設定を希望する場合
は，独自で行うことができず，県が条例を制定して設定する必要があり非効率である。このため，本事務の
移譲により，新設に係る事務を市町がより一体的に自ら実施できるようになる。
また本県は市町村合併が大きく進展した県であり，市町村合併により広域化した基礎的自治体（県内市町
の平均面積368.7ｋｍ2）は，住民に身近な行政主体として，地域の実情に応じた適切な判断が可能となっ
ている。
なお，大規模小売店舗法の規定により，基準面積等を定める事務は，「都道府県の条例で定めることとさ
れている事務」であるため，特例条例による市町への移譲はできない（県の条例でのみ定めることができる
事務）。
【課題の解消策】
このため大規模小売店舗法第３条第２項の大規模小売店舗の新設等の届出に係る基準面積等の条例制
定主体へ「市町村」の追加を求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 368 07_産業振
興

知事会 九州地方知事会 経済産業
省、農林水
産省、国土
交通省、警
察庁、金融
庁、総務
省、財務
省、文部科
学省、厚生
労働省、環
境省

A　権限
移譲

エネルギーの使用の合理化に
関する法律第６条，第５３条，第
６０条，第６７条、第８７条

省エネ法に基づく特定事
業者等に対する指導・助
言、報告徴収、立入検査
の都道府県への権限移
譲

エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく指導・
助言、報告徴収及び立入検査権限を、並行権限として、
希望する都道府県に移譲すること。

【必要性】エネルギー政策基本法第６条においては、「地方公共団体は、基本方針にのっとり、エネルギー
の需給に関し、国の施策に準じて施策を講ずるとともに、その区域の実状に応じた施策を策定し、及び実
施する責務を有する。」こととされている。　地方公共団体は、本規定に基づき、特に地域として取り組むべ
き「エネルギー使用の合理化（省エネルギー）の促進」「再生可能エネルギーの普及」の施策の充実等に
努めている。
これらの取組みをより効果的なものとするため、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づく、特
定事業者等に対する指導・助言、報告徴収及び立入検査権限を、並行権限として、都道府県に移譲する
必要がある。
【具体的な効果】地方公共団体においては、省エネルギー促進のための取組みを行っているが、地域に
おけるエネルギーの使用状況等を把握することができないため対象を重点化等することができず、また指
導・助言する権限もないため、取組の成果が限定的となっている。例えば、本県においては、工場・事業
場等の省エネルギー診断事業を無料で行っているが、エネルギー多消費事業者の情報を把握し、これら
事業者に対し省エネ診断の活用を指導・助言することが可能となれば、地域内におけるエネルギー使用
の合理化が大幅に進むことが期待される。
【効果的な取組みとするための工夫】「求める措置の具体的内容」にあわせて、当該法令に基づき国にお
いて収集した事業者等情報を、都道府県の求めに応じ提供することで、より効果的な取組とすることができ
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 370 07_産業振
興

知事会 九州地方知事会 経済産業省 B　地方
に対する
規制緩和

企業立地の促進等による地域に
おける産業集積の形成および活
性化に関する法律
第5条及び第6条

企業立地促進法に基づく
産業集積の形成又は活
性化に関する基本的な
計画に係る国の同意協
議の見直し

法第5条第2項第8号及び第9号に係る部分について、同
意協議ではなく事後報告または届出とすること。

【支障】企業立地促進法第５条及び第６条に基づく「基本計画の主務大臣への同意協議」については、こ
れまでに協議の迅速化を図るため、提出書類の簡素化が行われたが、現状においても、基本計画の同意
を得るための主務大臣と他省庁間の事前協議に時間を要しており、地域産業活性化協議会での協議期
間を含めると、承認までに６か月程度を要する事例がある。初期投資を抑制しようとする企業は、同法に基
づく低利子融資等の優遇策の活用の適否が不明なため、法に基づく基本計画が同意（計画の変更を含
む）されるまでの間工事着工が出来ず、場合によっては投資計画そのものを見直す必要が生じるなど、長
期の協議期間が企業の円滑な事業推進に大きな支障を生じている。特に近年、設備投資を決定してから
実行に移すまでのスパンが短い企業が多く、平成２５年度には、法に基づく低利子融資活用決定までに
数か月を要することがネックとなり、活用を断念した事例もあり、法の目的と実務が乖離している。一連の手
続きに時間を要する主な理由のひとつとして、関係省庁との事前協議に多くの時間を要していることが挙
げられる。この点については、事前に関係省庁の審査項目を県に示すことにより、事前協議段階で県内部
や市町村等関係団体との協議を進めることが可能となり、協議の迅速化に繋がる。
【必要性】関係法令との整合性については、県がその責任において、関係部局との連携を図りながら確認
することとし、主務大臣、特に経済産業省以外の関係大臣との同意協議については事後報告又は届出と
する必要がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【必要性】エネルギー政策基本法第６条においては、「地方公共団体は、基本方針にのっとり、エネルギー
の需給に関し、国の施策に準じて施策を講ずるとともに、その区域の実状に応じた施策を策定し、及び実
施する責務を有する。」こととされている。地方公共団体は、本規定に基づき、特に地域として取り組むべ
き「エネルギー使用の合理化（省エネルギー）の促進」「再生可能エネルギーの普及」の施策の充実等に
努めている。
これらの取組みをより効果的なものとするため、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関
する特別措置法」に基づく、電気事業者及び認定発電設備を用いて再生可能エネルギー電気を供給す
る事業者に対する指導・助言、報告徴収及び立入検査権限を、並行権限として、都道府県に移譲する必
要がある。
【具体的な効果】地方公共団体においては、再生可能エネルギー普及促進のための取組みを行っている
が、地域におけるエネルギーの普及状況や課題等を把握することができず、また指導・助言する権限もな
いため、取組の成果が限定的となっている。今回の権限移譲が実現すれば、再生可能エネルギー発電設
備を設置しようとする事業者からの相談等に対し、都道府県において地域の実状に応じた適切な対応が
可能となることから、健全な再生可能エネルギーの普及促進が期待される。民間事業者が、地元との調整
を行わないまま太陽光発電等の開発計画を進めた結果、地元とトラブルとなり、地方公共団体が対応に苦
慮するケースが全国的に増加している。（福岡県においても、内容証明郵便により県庁に苦情が寄せられ
た事例がある。）地域に近接した都道府県に権限を付与することにより、地元との調整等について対応が
可能となれば、このようなトラブルも減少することが期待される。
【効果的な取組みとするための工夫】「求める措置の具体的内容」にあわせて、当該法令に基づき国にお
いて収集した事業者等情報を、都道府県の求めに応じ提供することで、より効果的な取組とすることができ
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

経済産業省 A　権限
移譲

電気事業者による再生可能エネ
ルギー電気の調達に関する特
別措置法第４条，第５条、第４０
条

電気事業者による再生可
能エネルギー電気の調
達に関する特別措置法
に基づく指導・助言、報
告徴収及び立入検査権
限の移譲

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関
する特別措置法に基づく指導・助言、報告徴収及び立
入検査権限を、並行権限として、希望する都道府県に移
譲すること。

H26 369 07_産業振
興

知事会 九州地方知事会
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

４【警察庁（１）】【金融庁（１）】【総務省（１）】【財務省（２）】【文部科学省（２）】【厚生労働省
（10）】【農林水産省（５）】【経済産業省（４）】【国土交通省（３）】【環境省（１）】
エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭54法49）
特定事業者等（事業所等が一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する指導、
助言、報告徴収及び立入検査については、関係する審議会において都道府県等から意見聴
取を行いつつ、実施主体や国の関与等の在り方について、平成27年中に検討を行い、その
結果に基づいて必要な措置を講ずる。

６【経済産業省】
（10）企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平19
法40）
基本計画及びその変更に係る同意（５条１項及び６条１項）については、同意を得るまでの時
間の短縮を図るため、事前審査・事前協議を原則行わないこととするとともに、法定協議に当
たっての留意事項を取りまとめ、地方公共団体に情報提供を行う。

【経済産業省】企業立地の促進等による地域における産業集積の形
成及び活性化に関する法律に基づく基本計画の同意に係る手続の取
り扱い及び留意事項について（平成27年2月10日付け経済産業省経
済産業政策局地域経済産業グループ立地環境整備課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_370

４【経済産業省】
（20）電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平23法108）
（ⅰ）以下に係る事務・権限については、都道府県等の意見も踏まえつつ、地方に移譲する場
合の国のエネルギー政策と地域振興の整合性確保の在り方や、これを踏まえた実施主体、国
の関与の在り方等について、検討を行い、平成27年中に結論を得る。
・電気事業者に対する特定契約の締結に関する指導、助言、勧告及び命令（４条２項から４
項）
・電気事業者に対する電気事業者がその事業の用に供する電気工作物との
接続に関する指導、助言、勧告及び命令（５条２項から４項）
・再生可能エネルギー発電設備を用いた発電の認定等（６条）
・電気事業者等に対する報告徴収及び立入検査（40条１項から３項）
（ⅱ）再生可能エネルギーの普及に資するため、再生可能エネルギー発電設備を用いた発電
の認定について、都道府県への情報提供を行う。
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年別
管理
番号

関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容分野
提案団体
の属性

提案
団体

年

H26 371 06_環境・衛
生

知事会 九州地方知事会 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

旅館業法第３条第２項、第８条 旅館業から暴力団排除
するための条例委任又は
法改正による排除条項の
追加

現行法の許可及び取消基準は限定的であり、地域の実
情に応じ法の目的を阻害する要因を排除することができ
ない。このため、必要な基準を条例で付加することができ
るよう、条例委任又は法改正による暴力団排除条項の追
加を行うこと。

【支障】
福岡県では、暴力団対策を推進するため、暴力団排除条例を制定し、行政事務事業からの排除を進めて
いる。条例施行後、警察からの通報により暴力団と密接に関係する者が、当該事業の許可を受けている事
例が見られる。暴力団は反社会的勢力の中心であり、暴力団員及びその密接な関係者を当該事業から排
除したいが、法律に暴力団排除条項がなく、排除措置を実施することができない。
【地域の実情を踏まえた必要性】
福岡県には、全国最多の５つの指定暴力団が存在し、民間人への襲撃事件や、暴力団同士の対立抗争
が断続的に発生している。暴力団対策は喫緊の課題である。暴力団による業の許認可、ひいては社会経
済活動への影響を排除することは、県民の安全で安心な生活を確保する上で重要な課題である。このよう
な地域の実情を踏まえ、法の許可及び取消基準に関し、必要な基準を条例で付加することができるように
することは、業の健全な発達を図ることを目的とする法の趣旨にもかなうものである。
【業の健全な発達のための必要性】
旅館業法において、営業者等が当該営業に関し、刑法（公然わいせつ等）や売春防止法、風営法、児童
買春・児童ポルノ禁止法に規定する罪を犯したときには、都道府県知事は許可の取消し又は営業の停止
を命ずることができる旨、規定されている。これは、法の目的が公衆衛生の維持だけでなく、業の健全な発
達を図ることにもあることを明確に示している。暴力団が旅館業の経営に影響を及ぼすことは、こうした業
の健全な発達を阻害することにつながることは明らかであり、旅館業から暴力団の影響を排除することがで
きる法整備が必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 372 03_医療・福
祉

知事会 九州地方知事会 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

児童福祉法　第45条
児童福祉施設の設備及び運営
に関する基準　附則第2項

保育所保育士定数への
准看護師算入を可能とす
る規制緩和

児童福祉施設の設備運営基準（省令）により、乳児4人以
上を入所させる保育所においては、看護師と保健師が保
育士定数に算入することができるとされている（従うべき
基準、民間保育所に対する国庫負担対象）が、当該既定
を参酌基準化することなどにより、准看護士も定数算入
対象とすること。

【支障】保育所における乳幼児の受入れが増える中、こどもの体調急変への適切な対応などのため、看護
師など医療・保健の有資格者を保育所に配置する必要性が高まっている。省令では、乳児４人以上を入
所させる保育所にあって、看護師又は保健師を１人に限って保育士とみなして配置することができることと
され、看護師配置を促進している。
しかしながら、保育所からは、保育士定数に算入できるのが正看護師に限定されていることに加え、医療
機関においても看護師不足が課題となっている中、保育所における看護師確保が困難となっており、准
看護師まで認めてほしいという意見が上がっている。
【改正の必要性】当該規定を参酌基準化することや、省令改正により算入対象を准看護師まで拡大する規
制緩和を行うことで、安心な子育て環境の整備、また女性の就労促進につながる。
【懸念の解消策】１人限って保育所に配置できる対象範囲を拡大することを考えており、保育士を無限定
に看護師などに置き換えることは想定していない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 373 03_医療・福
祉

知事会 九州地方知事会 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律に基づく指定障害福祉サービ
ス等及び基準該当障害福祉
サービスに要する費用の額の算
定に関する基準（平成18年厚生
労働省告示第523号）別表第5
注１（２）

療養介護の利用対象者
要件に関する規制緩和

療養介護の利用対象者の要件を緩和（告示で利用対象
者であることの明確化）し、「動く重症心身障害者」が安
心して療養介護が受けられるようにすること。

【支障】
「動く重症心身障害者」（重度の肢体不自由はないが、重度の知的障害で行動障害を有する方）は、告示
の文面上は療養介護の利用対象者の対象外となっており、生活介護（福祉施設での介護）で対応するこ
ととなっている。しかし、「動く重症心身障害者」の中には、生活介護による集団生活指導が不可能で、療
養介護による医学的管理下における介護等が不可欠な方々もいる。いくつかの県においては、厚生労働
省に対して照会した結果、当面の措置として療養介護の対象として差し支えない旨の事務連絡を得てお
り、サービスを提供しているが、照会した県に対する事務連絡回答を根拠としているため、法的安定性に
不安がある。
【改正の必要性】
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及
び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２
３号）」別表第５注１（２）に定める療養介護の利用対象者の要件を緩和（告示改正）することで、「動く重症
心身障害者」の方が、個々の状況に応じた適切な福祉サービスを受けることができるようにする。なお、幹
事県には、利用者団体からも安定したサービスを利用できるよう、告示改正を求める意見が寄せられてい
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 374 02_農業・農
地

知事会 九州地方知事会 農林水産
省、厚生労
働省、経済
産業省、国
土交通省

B　地方
に対する
規制緩和

農村地域工業等導入促進法第
２条第１項本文カッコ書き
同法施行令第３条第４号ア

農村地域工業等導入促
進法の適用人口要件の
緩和

人口２０万人以上の市は農村地域工業等導入促進法の
農村地域に該当しないとして適用から除外されるが、市
町村合併によって人口が２０万人以上となった市につい
ては、合併前の市の人口をもって農工法の対象とするよ
うに適用要件を緩和すること。

【支障】企業誘致は地域経済の振興、雇用創出効果が期待できる即効性の高い施策であり、地方への企
業誘致を進めるには、その受け皿となる工業団地の整備は不可欠なものとなっている。提案県にあるＡ市
は、農村地域工業等導入促進法の農村地域として工業団地を整備し企業誘致を進めてきたが、平成１７
年に周辺町村（農村地域）との合併によって市の人口が２０万人以上となったため農工法の適用要件から
除外されることになった。しかし、合併によって人口規模が増加しても、Ａ市の財政力指数が高くなるもの
ではなく、農業振興地域、山村振興地域、過疎地域を有し、工業等の導入による雇用創出が必要な農村
地域であるという実態は何ら変わりはないことから、地域振興に支障が生じている。
【改正の必要性】農業と工業等の均衡ある発展を図るために、例えば市の人口規模は合併前の旧市町村
単位で適用する（過疎法では、市町村合併に伴い人口が増加した自治体においても、合併前の旧市町村
単位で適用を判断している）など、人口要件を緩和すること。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

６【厚生労働省】
（１）児童福祉法（昭22法164）
（ⅱ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、保育所に係る基
準については、次のとおりとする。
　・乳児４人以上を入所させる保育所に係る保育士の数の算定（同基準33条２項及び附則）に
ついては、当分の間、当該保育所に勤務する保健師又は看護師に加え、准看護師について
も保育士とみなすことができるよう措置する。

－ － － － － －

６【厚生労働省（８）】【農林水産省（11）】【経済産業省（７）】【国土交通省（13）】
農村地域工業等導入促進法（昭46法112）
（ⅱ）農村地域工業等導入促進法については、農村において雇用の確保等により所得を向上
させるため、制度の活用が一層促進されるよう農村地域（２条１項）に係る人口要件（施行令３
条）の緩和を含めて見直しを検討し、平成27年中に一定の結論を得る。
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年別
管理
番号

関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容分野
提案団体
の属性

提案
団体

年

H26 375 07_産業振
興

知事会 九州地方知事会 経済産業省
（資源エネ
ルギー庁）

B　地方
に対する
規制緩和

採石法第32条の4第1項及び第
32条の10第1項

採石業からの暴力団排
除のための採石法の改
正

採石法に基づく業者から暴力団を排除できるよう、条例
委任又は法改正による暴力団排除条項の追加を行うこ
と。

【支障】各県は暴力団の排除のための施策を総合的に推進しており、各種許認可等からも可能な限り、暴
力団を排除している。しかし、採石法第３２条に規定する採石業の登録については、同法第３２条の４第１
項及び第３２条の１０第１項に暴力団排除規定がないため、暴力団から申請があっても登録を拒否し、又
は取り消すことができない状況にあり、現に警察からの通報により暴力団と密接に関係する者が採石業の
登録を受けていることが判明した際も登録を取り消すことができず、対応に苦慮した県もある（ある企業に
対して、産業廃棄物関係の許可は取り消すことができたが、採石法関係は取り消すことができなかった）。
【改正の必要性】反社会的勢力の中心である暴力団を排除するには、社会全体で取り組む必要があり、犯
罪対策閣僚会議の「「世界一安全な日本」創造戦略」においても、「各種業・公共事業等からの暴力団排
除の徹底」が明記されている。このため、採石法を改正し、暴力団排除規定を自治体が設けることができる
よう条例委任するか、又は暴力団等の排除規定を法令上の要件として追加することを求める。なお、採石
法と同じく業者登録制を採用している割賦販売法においても、暴力団排除条項が設けられている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 376 07_産業振
興

知事会 九州地方知事会 経済産業省 B　地方
に対する
規制緩和

砂利採取法第6条第1項及び第
12条第1項

砂利採取業からの暴力
団排除のための砂利採
取法の改正

砂利採取法に基づく業者から暴力団を排除できるよう、
条例委任又は法改正による暴力団排除条項の追加を行
うこと。

【支障】各県は暴力団の排除のための施策を総合的に推進しており、各種許認可等からも可能な限り、暴
力団を排除している。しかし、砂利採取法法第６条に規定する砂利採取業の登録については、同法第６条
第１項及び第１２条第１項に暴力団排除規定がないため、暴力団から申請があっても登録を拒否し、又は
取り消すことができない状況にある。過去において、砂利採取業の登録を受けている者が暴力団関係者と
関係がある疑いが出た際に、対応に苦慮した県もある（この経験を踏まえ、ある法については暴力団排除
条項を条例で設け、今後同様の事案が生じない措置を講じたが、砂利採取法関係は暴力団排除条項を
条例で設けることができなかった）。
【改正の必要性】反社会的勢力の中心である暴力団を排除するには、社会全体で取り組む必要があり、犯
罪対策閣僚会議の「「世界一安全な日本」創造戦略」においても、「各種業・公共事業等からの暴力団排
除の徹底」が明記されている。このため、砂利採取法を改正し、暴力団排除規定を自治体が設けることが
できるよう条例委任するか、又は暴力団等の排除規定を法令上の要件として追加することを求める。なお、
砂利採取法と同じく業者登録制を採用している割賦販売法においても、暴力団排除条項が設けられてい
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 377 05_教育・文
化

知事会 九州地方知事会 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

地方教育行政の組織及び運営
に関する法律第23条、24条、24
条の2（平成26年改正法施行後
は、それぞれ21条、22条、23条）
社会教育法第5条、6条
図書館法第13条、15条
博物館法第19条、21条

社会教育に関する事務を
教育委員会から首長部
局へ移管することを可能
とする規制緩和

図書館法、博物館法により、図書館、博物館は教育委員
会の所管とされているが、この規定を改正し、図書館、博
物館の所管を首長、教育委員会のいずれとするかは地
教行法に基づく条例により決めることができるようにするこ
と。

【支障】
地方教育行政の組織及び運営に関する法律では、文化に関すること（文化財の保護に関することを除
く。）は、条例の定めるところにより、首長が管理・執行することができるとされている。一方、図書館及び博
物館は社会教育機関とされ、個別法により教育委員会の所管とされていることから、文化に関する事務を
首長が担う場合であっても、図書館及び博物館に係る教育委員会の事務を別途首長部局の職員等に補
助執行させることが必要である。また重要な意思決定に際しては、教育長の決裁が必要である。この結
果、図書館、博物館の管理責任は教育委員会に残ることから、行政組織上の体系と法的な責任の所在が
整合しない状態となっており、図書館等の管理責任が法的に問われた場合に、教育委員会の責任が問わ
れる可能性もある。
【改正の必要性】
社会教育行政は、地域づくりや福祉、青少年の健全育成など首長部局との関係が深く、諸施策との連携・
協力を通じて、地域の多様な社会教育活動を一層促進することが期待されていることから、文化に関する
事務を首長が行う場合、個別法に規定された事務も条例により首長の権限とすることができるように改正す
る。これにより、責任の所在も明確となる。
【懸念の解消策】
中教審「社会教育推進体制の在り方に関するWGにおける議論の整理」で示されたように、政治的中立
性、継続性・安定性の確保、住民の意向反映を確保するため、法定の図書館協議会等の位置づけをより
明確化すること（審議会に首長に対する勧告権を付与など）により、確保できる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 378 11_その他 知事会 九州地方知事会 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

水産多面的機能発揮対策事業
交付要綱

水産多面的機能発揮対
策交付金事業の制度及
び手続きの見直し

年度当初から活動できるよう、事業の事前着手を認める
措置を講じること。併せて、国交付金の概算払いについ
て、年度の早い時期に概算払いをお願いしたい。

本交付金には、交付決定前の事前着手の規定がなく、年度ごとに交付決定と実績報告を行い、残金は全
て返還することとなっている。事業の実施にあたっては、海域の状況や現地の事情に応じたタイムリーな活
動が必要であり、特に藻場対策のために必要な作業は３～６月に時期が集中しているため、交付決定が
遅れると、予定していた活動ができない可能性が出てくる。そこで、年度当初からの活動ができるよう、要
綱等に「産地活性化総合対策事業実施要領（２２生産第１０８９０号平成２３年４月１日付け生産局長通
知）」に準じて事前着手を認める規定を設けていただきたい。
国交付金の概算払いについては、水産多面的機能発揮対策交付金交付要綱第１２に規定されている。
年度の早い時期から資金の不足なく活動できるよう、請求に基づき所要見込額を４月中に交付していただ
きたい。
【長崎県における支障事例】
①交付決定の遅れによるもの　Ｈ25 年度は交付決定が６月となり、事業計画時点で藻場保全活動を断念
した団体が８団体あった。計画はしていたが、交付決定の遅れにより活動開始時期が遅れ、適期を逃して
しまい、十分な活動ができなかった団体が５団体あった。
②概算払いの遅れによるもの　活動費が不足し、参加者の日当、用船料等の支払いが遅れたり、資材の
購入ができない事例があった。平成２５年度は、交付決定が６月２１日、初回の概算払いが１０月８日であっ
た。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６【経済産業省】
（１）採石法（昭25法291）
採石業者の登録の拒否（32条の４）及び登録の取消し等（32条の10）の要件等に暴力団員等
を加える。

６【経済産業省】
（６）砂利採取法（昭43法74）
砂利採取業者の登録の拒否（６条）及び登録の取消し等（12条）の要件等に暴力団員等を加
える。

６【文部科学省】
（２）地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭31法162）
図書館・博物館の設置・管理の所管部局（23条12号及び32条）を地方公共団体の判断により
決定することができる制度については、法制度上の課題等を精査し、その実現方策について
検討の上、必要な措置を講ずる。

＜平30＞
６【文部科学省】
（６）社会教育法（昭24法207）、図書館法（昭25法118）、博物館法（昭26
法285）及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭31法162）
公立社会教育施設については、社会教育の適切な実施の確保に関す
る一定の担保措置を講じた上で、地方公共団体の判断で条例により地
方公共団体の長が所管することを可能とする。

公立社会教育施設（博物館、図書館、公民館
等）について、地方公共団体の判断により、教
育委員会から首長部局へ移管することを可能
とした。

【文部科学省】
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関
係法律の整備に関する法律による社会教育関係法律等の改正につい
て(令和元年６月７日付け文部科学省総合教育政策局長通知)

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_377

文部科学省総合教育政策局地域学
習推進課

６　【農林水産省】
（24）水産多面的機能発揮対策交付金
事業の速やかな実施を行う観点から、毎年度可能な限り早期に交付決定及び概算払いを実
施する。


